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演 題 一 覧

会場 時間 種別 演題番号

第 1会場（大ホール）
10:50 ～ 11:50 口述発表　一般演題① １～５
13:30 ～ 14:30 口述発表　一般演題③ 11 ～ 15
15:50 ～ 16:50 口述発表　一般演題⑤ 21 ～ 25

第 2会場（小ホール）
10:50 ～ 11:50 口述発表　一般演題② ６～ 10
13:30 ～ 14:30 口述発表　一般演題④ 16 ～ 20
15:50 ～ 16:50 口述発表　一般演題⑥ 26 ～ 29

第３会場（サロンホール）

10:50 ～ 11:50
ポスター発表　一般演題①－１ 30 ～ 33
ポスター発表　一般演題①－２ 34 ～ 38

13:30 ～ 14:30 ポスター発表　学術助成演題 47・48

15:50 ～ 16:50
ポスター発表　一般演題②－１ 39 ～ 42
ポスター発表　一般演題②－２ 43 ～ 46

８　訪問リハビリテーション利用者の ADL 変化に影響する因子の検討

９　高齢者のサロン活動への参加は互助の推進に有効か？

10:50 ～ 11:50　第１会場（大ホール）　

１　左反復性肩関節脱臼に対して鏡視下関節唇形成術を施行し，競技復帰をした症例 シムラ病院　中村　悠一

　口述発表　一般演題① 座長：内田　茂博（広島国際大学）　

２　サッカー選手の足関節捻挫治療に関するアンケート調査 広島大学大学院　田城　　翼

５　歩行時における下肢関節共同運動と膝関節内転モーメントの関係 サカ緑井病院　廣濵　賢太

４　TKA施行患者における術前のQOL評価の特徴 浜脇整形外科リハビリセンター　井出本憲克

３　左膝内側半月板損傷術後で、ジャンプ着地動作のダイナミックアライメントに足部機能が影響した一症例
にいたにクリニック　尾上　仁志

　口述発表　一般演題② 座長：坪田　　雅（デイサービスセンターすみれ）　

10:50 ～ 11:50　第２会場（小ホール）　

７　介護スタッフの作業負担軽減およびケア内容の統一を図ったことで仙骨部の褥瘡を改善することができた症例

10　豪雨災害地域の理学療法士は通常以外の業務の必要性を感じた～旧東城町の外来・通所・訪問に対する調査～
東城病院　田原　岳治

呉共済病院　松本　拳斗

　 地域密着型特別養護老人ホーム  五本松の家　橋本　康太

済生会呉病院　富山　大輔

６　徘徊を繰り返す患者に対して行動分析を行うことで改善を認めた一症例 五日市記念病院　葛西　美波

　口述発表　一般演題③ 座長：藤村　宜史（中国労災病院）　

13:30 ～ 14:30　第１会場（大ホール）　

11　精神疾患を有した大腿骨頸部骨折患者が自宅退院し生活範囲拡大に繋がった症例
公立みつぎ総合病院　風盛　智之

12　大腿骨近位部骨折患者の退院時心身機能と歩行自立度は術後 1年および 2年の歩行能力に影響を及ぼすか
済生会呉病院　桑原　大輔－後ろ向きコホート研究－
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　口述発表　一般演題④ 座長：中尾　淳一（広島大学病院）　

13　大腿骨近位部骨折術後患者へのバランスエクササイズ介入による身体機能の変化
マッターホルンリハビリテーション病院　田中　悠太

14　90歳以上の超高齢者の身体機能と各年代の身体機能の推移 にいたにクリニック　島　　俊也

15　高齢者の階段昇降に貢献する体力要素は何か マッターホルンリハビリテーション病院　坂本　麻美

13:30 ～ 14:30　第２会場（小ホール）　

16　化学療法を施行した悪性リンパ腫患者の在宅復帰までの経験について 松尾内科病院　中野　　徹

17　長期間在宅酸素療法を適切に使用していなかった患者に対し酸素流量の調節と動作指導が功を奏した症例
吉島病院　神田　直人

18　気管支喘息重積発作後、自宅退院に伴いアクションプランを作成した症例 吉島病院　松村　洋佑

19　排尿自立指導料算定における理学療法士の役割について たかの橋中央病院　日和　将貴

20　当院の認知症ケアチームにおける理学療法士としての役割 たかの橋中央病院　米澤　勇実

　口述発表　一般演題⑤ 座長：葉　　清規（浜脇整形外科リハビリセンター）　

15:50 ～ 16:50　第１会場（大ホール）　

21　健常若年女性における股関節外転筋力が単脚立位動作時の骨盤・体幹角度に及ぼす影響
広島国際大学　高野　翔吾

22　体幹前屈動作時の脊柱運動にハムストリングの柔軟性が関与するか
マッターホルンリハビリテーション病院　岡田　泰河

23　痛みの破局的思考と運動器疾患部位の関連性 和光整形外科クリニック　住田有輝人

24　運動器疾患における痛みと心理面の関係性 和光整形外科クリニック　山中健太郎

25　2020 東京オリンピック・パラリンピック メキシコ事前合宿トレーナー派遣事業報告
浜脇整形外科病院　船引　達朗

　口述発表　一般演題⑥ 座長：臼本　真也（呉共済病院）　

26　病棟での短時間頻介入が機能回復の促進と多職種との情報共有を円滑にし ADL 向上に至った一症例
廿日市記念病院　山崎　智博

15:50 ～ 16:50　第２会場（小ホール）　

27　脳卒中片麻痺患者に対する T-support を用いた歩行練習の効果 日比野病院　住田　大輔

28　歩行補助装置「RE－ Gait®」が生活期脳卒中片麻痺患者の歩行機能に与える影響
因島医師会病院　荒牧　恭平

29　広島県内の特別支援学校に携わる理学療法士への実態調査
広島県立障害者療育支援センターわかば療育園　北山　良平



-　22　-

　ポスター発表　一般演題①－１ 座長：田邊　良平（呉医療センター）　

　ポスター発表　一般演題①－２ 座長：平田　尚久（木坂病院）　

　ポスター発表　一般演題②－１ 座長：三田　貴志（うたのはら整形外科クリニック）　

10:50 ～ 11:50　第３会場（サロンホール）　

30　当院大腿骨近位部骨折患者の退院時歩行能力－血液透析患者による検討－ 興生総合病院　島　　佑治

32　大腿骨近位部骨折症例の術後 2週における 10ｍ歩行時間の予測因子 中国労災病院　伊藤　　萌

31　大腿骨近位部骨折症例の術後２週における杖歩行可否の予測因子 中国労災病院　本森　杏那

33　受傷後４週の脊椎椎体骨折患者の破局的思考と身体機能やQOLとの関連 済生会呉病院　橋本　彩歌

10:50 ～ 11:50　第３会場（サロンホール）　

34　脳卒中再発による重度片麻痺に対し、移乗動作の介助量軽減に向け介入を行った症例
脳神経センター大田記念病院　卯山　侑香

35　外的フィードック統合が難しく潜在学習が有効であった一症例 脳神経センター大田記念病院　久恒彩映子

36　主婦業獲得に向けて独歩自立を目指したアテローム血栓性脳梗塞の一事例 井野口病院　佐渡　綾菜

37　足部クリアランス低下がみられる患者に対し短下肢装具を中心とした歩行訓練を行い復職が可能となった事例
井野口病院　日野　祥悟

38　脳卒中片麻痺患者に対し、振動刺激痙縮抑制法により歩行が改善した一症例 日比野病院　佐藤　大介

15:50 ～ 16:50　第３会場（サロンホール）　

39　軽度アルツハイマー型認知症者の移乗前の車椅子操作獲得を目指した取り組み：声かけ介助なしの操作に向けて
メープルヒル病院　中川　敬汰

40　信念対立解明アプローチにより治療への協力が得られた超高齢男性の症例 東城病院　河野立希地

41　人工膝関節全置換術（TKA）後における荷重時期の違いによる効果 ～２種類のリハビリプログラムによる比較～
吉田総合病院　林　　達也

42　人工膝関節単顆置換術後 6ヵ月における段差昇降等の満足度に関わる因子の検討
広島市立安佐市民病院　竹本雄一郎

　ポスター発表　一般演題②－２ 座長：佐々本健治（安田病院）　

15:50 ～ 16:50　第３会場（サロンホール）　

43　同居家族がいれば機能的自立度が低くても自宅退院可能か 興生総合病院　藤井　智子

44　トヨタ自動車（株）製　歩行支援ロボット「Welwalk（ウェルウォーク）」導入報告
五日市記念病院　大内田友規

45　入院患者に対する新規褥瘡発生の予防に向けた当院リハビリテーション科の取り組み
松尾内科病院　村上友美恵

46　Post-ICU の重症度、医療・看護必要度 B項目経過からみた疾患別リハビリテーションの処方状況の分析
市立三次中央病院　崎元　直樹
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　ポスター発表　学術助成演題 座長：馬屋原康高（広島都市学園大学）　

13:30 ～ 14:30　第３会場（サロンホール）　

47　広島県ジュニア競泳選手の障害既往と身体的特徴 広島大学大学院　鈴木　雄太

48　がん患者における外来理学療法に対するニーズ調査 広島大学病院　中島　勇樹
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演 題 抄 録 

演題番号 種別

１～ 29 口述発表  一般演題

30 ～ 46 ポスター発表  一般演題

47・48 ポスター発表  学術助成演題

左反復性肩関節脱臼に対して鏡視下関節唇形成術を
施行し、競技復帰をした症例

中村　悠一　
医療法人社団曙会　シムラ病院

KeyWords：反復性肩関節脱臼／基本動作／競技復帰
【はじめに】本症例は反復性肩関節脱臼をきたし，関節唇形成術を施行
し，競技 ( ハンドボール ) 復帰した症例である．術後 3ヶ月経過した時
点で可動域は獲得，並行して筋力強化を実施していたが，十分なパフォー
マンスは獲得されなかった．術後 4ヶ月で再評価・介入し，復帰に至っ
た症例を経験したため報告する．
【倫理的配慮】症例報告の目的と趣旨を説明し同意を得た．
【症例紹介】10代　女性　右利き　ハンドボール部　
【経過】H29.12 試合中に後方からの接触により左肩関節前方脱臼し．
近隣病院で整復され帰宅．その後当院受診し，今後の競技人生を考慮し，
手術となった．H30.1に手術施行され，術後3週間は装具固定となった．
その後可動域訓練を開始し 3ヶ月までに可動域は獲得された．術後 3
カ月から筋力強化の負荷量を上げる許可があり，疼痛がない程度で行っ
ていたが，術後 4カ月の時点では接触プレーに耐える程の安定性は得
られておらず，本症例も接触には恐怖心があった．
【考察】頭部前方位や円背姿勢は理想的な姿勢と比べて肩運動中の前鋸
筋の活動が少なく，過剰な肩甲骨内旋を示すとされており、脊柱のアラ
イメント不良が肩の運動に影響を及ぼすとされている．本症例において
も同様な不良アライメントが認められ，それらの点を改善し，四つ這い
やスクワットなどの基本的な動作を獲得することで肩関節機能のみなら
ず，競技パフォーマンスの向上に繋がり，復帰に至ったと考えられる．

１ 10:50 ～ 11:50　
第１会場 大ホール　  

サッカー選手の足関節捻挫治療に関するアンケート調査
　　
田城　翼　浦辺幸夫　笹代純平　鈴木雄太　酒井章吾　
小宮　諒　前田慶明
広島大学大学院医歯薬保健学研究科

KeyWords：足関節捻挫／サッカー選手／アンケート調査
【目的】筆者らは，PTに対して足関節捻挫（以下，捻挫）をどのように
治療しているか調査した（浦辺ら，2017）．それによって，捻挫後に十
分に治療を行わないまま競技を継続し，捻挫を複数回繰り返す選手が多
いという実態を把握した．本研究は，選手が足関節捻挫をどう捉えてい
るかを調査した．
【方法】九州・中国地域の大学男子サッカー選手 235 名に，インターネッ
トによるアンケート調査を実施した．質問項目は，捻挫の既往，医療機
関の受診の有無，治療終了までの継続的な通院の有無などとした．
【倫理 的配慮】ヘルシンキ宣言に基づき，アンケート回答の前に，本研
究の目的および内容について，同意が得られて回答した者を対象とした．
【結果】38.3%（90 名）から回答が得られた．90 名中 77.8%（70 名）
が捻挫を経験していた．捻挫後，医療機関の受診率は 52.9%（37 名）で，
そのうち 75.7%（28 名）は継続的に通院し，治療を受けていた．捻挫
を経験した選手のなかで受診しなかった，または通院を途中で中止した
理由は，「治療しなくても治ると思ったから」という回答が最も多かった． 
【考察】捻挫を経験した 70名中 28名（40.0％）が，医療機関に一度受
診すれば，治療終了まで継続的に通院していた．一方で，捻挫後に受診
しなかった 33名（47.1％）は，捻挫を軽視していたと考えられる．こ
のような選手が，スポーツ復帰後に捻挫の再発を繰り返す可能性がある
ため，捻挫に関する教育を行い，注意喚起していきたい．

口述発表 一般演題①２

左膝内側半月板損傷術後で、ジャンプ着地動作の
ダイナミックアライメントに足部機能が影響した
一症例

尾上仁志1）　島　俊也１）　仁井谷学（MD）２）
1）にいたにクリニック　リハビリテーション科
2）にいたにクリニック　整形外科

KeyWords：左膝内側半月板損傷術後／ジャンプ着地動作／足部機能
【はじめに】今回、我々は左膝内側半月板を損傷し、ジャンプ着地動作
時にマルアライメントを呈していた女子バスケットボール選手の理学療
法を行った。この原因に対して、足部機能に着目しテーピングを施行し
たところ、改善を認めた一例を報告する。
【倫理的配慮】報告にあたり、本症例には趣旨を説明し同意を得た。ま
た、倫理的配慮に関して当院の倫理委員会の承認を得て実施した（NCL：
180002）。
【症例紹介】症例は 10 代後半の女子バスケットボール選手で、ジャン
プ着地時に左膝関節を捻り受傷した。既往歴に 2年前に左足関節外側
側副靭帯損傷（Ⅱ度）があった。
【経過】受傷後、2ヶ月に左膝関節半月板切除術を施行した。術後 1週
で当院を受診し、リハビリテーション開始となる。術後2ヶ月で片脚ジャ
ンプ着地動作の練習を行った。ジャンプ着地動作時の問題点として、左
膝関節屈曲角度の増加に伴い、Knee in toe out（KITO）を呈していた。
左膝関節伸展のMMTは 5であり、屈曲角度は全可動域獲得していた。
左足関節の背屈可動域は膝関節屈曲位で 10°と制限を認めていた。外返
し筋力はMMTで左右差はなかった。関節不安定性テストは前方引き出
しテスト、内反ストレステスト、第 5中足骨不安定性テストともに陽
性であった。
【考察】KITO を呈している場合は内側縦アーチの降下を制動するテーピ
ングを施行する場合が多い（和田ら、2010）。しかし、本選手は足関節
の外側不安定性により、KITO を呈していたと考えられる。

口述発表 一般演題①３ 10:50 ～ 11:50　
第１会場 大ホール　  

口述発表 一般演題①

10:50 ～ 11:50　
第１会場 大ホール　  
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TKA 施行患者における術前の QOL 評価の特徴
　

井出本憲克1)　宮﨑寛史1)　葉清規1)　山中一誠2)

１）医療法人社団おると会　浜脇整形外科リハビリセンター　リハビリテーション科
２）医療法人社団おると会　浜脇整形外科病院　整形外科

KeyWords：TKA ／ JKOM／術前評価
【目的】変形性膝関節症患者機能評価尺度 (JKOM) は変形性膝関節症 ( 膝
OA) 患者の QOL 評価尺度である。JKOMを用いた研究報告は術後の横
断研究が多く、術前状態や術後経過を検討した報告は少ない。本研究目
的は術前の JKOMから人工膝関節全置換術 (TKA) 施行患者の術前にお
けるQOL 評価の特徴を把握し、理学療法評価および治療の一助とする
ことである。
【方法】対象は当院で片側 TKA を施行した膝 OA患者 74 例 ( 平均年齢
68.7 ± 6.9 歳、男性 15 名、女性 59 名 ) とした。TKA 施行に至った患
者の主観的評価項目の関係を分析するため、術前の JKOMの合計点と
下位項目 ( 膝の痛みの強さ、膝の痛みやこわばり、日常生活の状態、ふ
だんの活動、健康状態 ) を主成分分析にて解析した。
本研究は医療法人社団おると会臨床研究倫理審査委員会の承認を得て実
施した。
【結果】第 1主成分において、JKOMの合計点 (-0.98)、日常生活の状態
(-0.90)、ふだんの活動 (-0.84)、膝の痛みやこわばり (-0.80)、膝の痛み
の強さ (-0.72)、健康状態 (-0.70) の順で高い主成分負荷量を示した。
【考察】本研究では日常生活やふだんの活動といった行動に関する項目
で高い関係性を示す結果であり、膝OA患者では活動制限が好発するた
め高い主成分負荷量を示したと考える。一方、疼痛や健康状態では個人
因子の影響が大きく、日常生活やふだんの活動よりも低い主成分負荷量
を示したと考える。これらの結果から、TKA施行に至った膝OA患者で
は疼痛自体よりも日常生活などの活動制限が特徴として示唆された。

口述発表 一般演題①４

歩行時における下肢関節共同運動と膝関節内転
モーメントの関係

　

廣濵賢太1)2)　高野翔吾1)　藤井紀文1)

１）広島国際大学大学院　医療福祉科学研究科　医療工学専攻
２）医療法人サカもみの木会　サカ緑井病院

KeyWords：三次元動作解析／ Vector coding technique ／膝関節内転モーメント
【目的】 変形性膝関節症（Knee OA）の発症，進行はメカニカルストレ
スに関連する。その代替的指標として，膝関節内転モーメント (KAM) 
が用いられる。本研究は KAM と Modified Vector coding technique 
(MVCT) を用いた下肢関節共同運動との関係を明らかにすることを目的
とした。
【方法】対象は高齢者 37 名，中年者 42 名，若年者 47 名を対象とし
た。課題動作は歩行，立脚期の股関節，膝関節の運動学，運動力学的
データを収集した。MVCT を用いて股関節，膝関節の運動貢献度を示す
Coupling Angle (CA) を股関節 X，Y，Z面と膝関節 Y面において算出し
た。立脚期を4相に分け，有意な差のある相の上位25％ (股関節優位群) 
，下位 25％ ( 膝関節優位群 ) を後の解析に用いた。KAMは 1st ピーク，
2nd ピーク，積分値を算出した。
【倫理的配慮】本研究はヘルシンキ宣言に則り，広島国際大学の人を対
象とする医学系研究倫理委員会にて承認を得て実施。すべての被験者に
説明，同意の上，実施した。
【結果】運動貢献度は，股関節 X面，Y面 / 膝関節 Y面で第 4相，股関
節Z面/膝関節Y面で第2相にて有意な差を呈した。KAMは下位25％が，
股関節 X面 / 膝関節 Y面では 2nd ピークが有意に大きく，股関節 Y面
/ 膝関節 Y面では 1st ピークが有意に大きく，2nd ピークが有意に小さ
い，股関節 Z面 /膝関節 Y面では 1st ピークで有意に大きかった。
【考察】膝関節優位群において，KAMの増加が認められた。この関係は
膝関節へのメカニカルストレス増加に関連するメカニズムを解明する一
助となる。

口述発表 一般演題①５ 10:50 ～ 11:50　
第１会場 大ホール　  

徘徊を繰り返す患者に対して行動分析を行うことで
改善を認めた一症例

　
葛西美波　林　真央　島田大資　宍戸健一郎　大内田友規
社会医療法人清風会 五日市記念病院

KeyWords：行動分析／認知症／ BPSD
【はじめに】徘徊をはじめとする認知症患者の行動と心理症状（以下、
BPSD）は様々なストレスを引き起こす環境因子が見過ごされているた
めに増幅してしまう「作られた障害」ともいえる。今回、徘徊を繰り返
す患者に対して行動分析に基づいたアプローチを行うことで徘徊の改善
を認めたため、報告する。
【倫理的配慮】本報告は当院倫理審査委員会の承認を得て実施した。
【症例紹介】左視床梗塞により軽度右片麻痺、感覚性失語を呈した 80
代の女性で、既往にアルツハイマー型認知症（HDS-R:4/30 点）を認めた。
病棟生活にて頻回に徘徊し、転倒リスクの増加と変形性膝関節症による
膝痛悪化が懸念された。
【経過】患者の性格を踏まえて、行動毎に動機、環境因子を分析し、そ
の結果に基づいて関わり方の工夫、化粧等の病前の生活習慣の取り入れ、
部屋替え等の環境づくりと早期の安静度の変更を実施。自発的な他者と
の交流場面の増加を認め、徐々に徘徊は減少した。
【考察】BPSD のひとつである徘徊を引き起こす環境因子によるストレ
スに対して、行動分析を実施したうえで失敗させない環境づくりを行い、
スタッフからの注意場面の減少、身体拘束の解除および安静度内での活
動度の向上につながったと考える。その結果、尊厳の保持、孤独感の軽
減、入院ストレスの軽減が可能となり、病院が安心できる生活の場とな
ることで徘徊の減少につながったと考える。

口述発表 一般演題②６ 10:50 ～ 11:50　
第２会場小 ホール　  

介護スタッフの作業負担軽減およびケア内容の統一を
図ったことで仙骨部の褥瘡を改善することができた
症例

橋本康太1) 　金尾拓弥1) 　田原久美子1) 　大田章子2)

1) 社会福祉法人　祥和会　地域密着型特別養護老人ホーム　五本松の家
2) 社会福祉法人　祥和会

KeyWords：他職種協働／ポジショニング／体位変換
【はじめに】介護スタッフの作業負担軽減とケアの統一を意識した、ポ
ジショニング方法や体位変換表を用いたことが仙骨部の褥瘡の改善に有
効であった症例を経験したので報告する。
【倫理的配慮】本研究は、ヘルシンキ宣言に則り、本症例の代理人（家族）
に対して研究の趣旨を文章および口頭にて説明し、書面により同意を得た。
【症例紹介】80歳代、男性、要介護 5。診断名：パーキンソン病（Hoehn 
& Yahr Stage Ⅴ）。2016 年に胃瘻造設後、2017 年に当施設入所となる。
OH（褥瘡危険要因）スケール 4点。
【経過】2018 年 5月初旬（体重 54.0㎏）、仙骨部の褥瘡を確認。その後、
エアマットを導入。5月中旬よりポジショニングクッションを変更し、
同時にポジショニング表並びに体位変換表を作成した。6月初旬（体重
52.0㎏）に褥瘡の改善が確認された。
【考察】褥瘡ケアにおける体位変換やポジショニングの重要性はすでに
知られている。徹底、継続した褥瘡ケアを実施するためには介護スタッ
フとの協働は不可欠である。介護スタッフへアンケート調査を実施した
ところ「作業負担の軽減、ケアの統一ができた」という意見が聞かれた。
協働を進めるうえで、作業負担軽減への配慮が効果的な仙骨部の除圧お
よび体圧分散につながったと考える。
また、褥瘡改善の要因として栄養状態のデータが不足しているため否定
できなが、体重変化から体位変換・ポジショニングが有効だったのでは
ないかと考えている。

口述発表 一般演題②７ 10:50 ～ 11:50　
第２会場小 ホール　  

10:50 ～ 11:50　
第１会場 大ホール　  
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訪問リハビリテーション利用者の ADL 変化に影響
する因子の検討

富山大輔1）　梅原拓也１）２）
　　 　沖野公香1）　川畑祐貴1）

1）済生会呉病院 リハビリテーション室
2）広島大学大学院 医歯薬保健学研究科

KeyWords：訪問リハビリテーション／ ADL ／影響因子
【目的】本研究は、多種多様である訪問リハビリテーション（以下、訪
問リハ）利用者の ADL 変化に影響する因子を明らかにすることを目的
とした。
【方法】対象は、2017 年 12 月から 2018 年 6月の間に訪問リハを 6ヶ
月間利用した者とした。調査時期は、調査開始時と調査開始 6ヶ月後
とした。調査項目は、基本情報として年齢、性別、発症からの期間、
既往歴など、心身機能として握力、活動として ADL 評価（Functional 
Independence Measure：以下 FIM）、動作・移動能力評価（Bedside 
Mobility Scale：以下 BMS）とした。握力、FIM、BMS は変化量（6ヶ
月後－調査開始時）を算出した。統計解析として、FIM変化量を従属変
数として重回帰分析（ステップワイズ法）を行った。有意水準は 5%と
した。
【倫理的配慮】本研究は、済生会呉病院倫理委員会の承認を得て行った（承
認番号：129）。
【結果】対象者は 35 名であった（平均年齢 77.4 ± 10.4 歳、男性 14名、
女性 21 名）。重回帰分析の結果、発症からの期間、握力変化量、BMS
変化量が抽出された。標準偏回帰係数は、発症からの期間で－ 0.331、
握力変化量で 0.353、BMS 変化量で 0.320 であった。決定係数は 0.392
であった。
【考察】先行研究より、訪問リハ利用者の ADL 変化には発症からの期間
が影響する。訪問リハ利用 6ヶ月後の ADL 向上に発症からの期間が影
響することを示した本研究の結果は、先行研究と矛盾しないうえに、新
たに握力と BMS の改善の重要性が明らかになった。これらを考慮した
訪問リハ介入は、より有意義なサービスになると考える。

口述発表 一般演題②８

高齢者のサロン活動への参加は互助の推進に有効か？
　

松本拳斗1) 　德森公彦2）　山崎貴博2)　伊藤美和3)

1) 国家公務員共済組合連合会　呉共済病院　リハビリテーション科
2) 広島国際大学　総合リハビリテーション学部　リハビリテーション学科　理学療法学専攻
3) 東広島市社会福祉協議会　黒瀬支所

KeyWords：サロン／地域活動／アンケート
【目的】高齢者の通いの場（以下サロン）に、開設当初から関わらせて
いただき 1年が経過した。そこで、サロン参加者にアンケートを実施
しサロン参加の効果とサロン活動の意義について検討した。
【方法】対象は平成 30年 6月実施のサロンに参加された地域在住高齢
者 33人とし、サロン参加前後の生活状況に関する無記名アンケートを
実施した（回収率 100％）。
【倫理的配慮】本研究はヘルシンキ宣言に則り、研究の趣旨を口頭およ
び書面にて説明し、参加の同意を得た。
【結果】参加者の平均年齢は 79.4 歳 (67 ～ 93 歳：男性 8名、女性 25
名 ) であった。サロン参加前と比べ、「外出頻度が増えた」36.4％、「親
しい友人の数が増えた」57.6％であった。一方、「主な生活場所」「自
宅での役割」などの項目では「変わらない」と回答した人が多かった。
【考察】本サロンは、週 1回 10 時から 15 時までの開催で昼食を参加
者が協力して作るという特徴がある。結果から、多くの参加者が生活機
能を維持できているだけでなく、親しい友人が増え、外出の頻度も増え
た人が多い。同サロンへの参加は長年同じ地区で生活している人でも新
たな友人関係が生まれ、その出会いや週に 1度の定期的な外出習慣（サ
ロン参加）が、さらなる外出意欲を引き出すきっかけになっているもの
考えられる。そのため地域包括ケアにおける「互助」の推進にサロンの
果たす意義は大きいのではないかと考えている。

口述発表 一般演題②９ 10:50 ～ 11:50　
第２会場小 ホール　  

豪雨災害地域の理学療法士は通常以外の業務の
必要性を感じた
～旧東城町の外来・通所・訪問に対する調査～

　

田原岳治1)　山本憲治2)　岡井耕平3)

1) 東城病院　リハビリテーション科
2) こぶしの里クリニック　リハビリテーション科
3) 庄原市立西城市民病院　訪問看護ステーション（東城サテライト）

KeyWords：平成 30 年 7月豪雨災害／外来・通所・訪問業務への影響／質的研究
【目的】平成30年7月豪雨災害によって旧東城町は市街地を中心に床上・
床下浸水被害が発生した。本研究の目的は、被災地域を担当している理
学療法士が感じた災害の影響と、経験から得た所見を明らかにすること
である。
【方法】災害発生後、約 2週間後に、旧東城町内の外来・通所・訪問業
務に従事する理学療法士 7名を対象に個別面接を行った。事前にオー
プンエンド型の質問票を作成した。結果は言語データ化し、SCAT を用
いて分析した。
【倫理的配慮】被災心理を考慮し、任意回答を前提とした。業務評価と
は無関係であり、個人を特定出来ないよう配慮する旨を書面で説明し同
意を得た。研究及び発表に際しては各所属先の承諾を得た。
【結果】業務への影響については、『被災ストレスによるキャンセル』や『迂
回による移動負担』などの回答を得た。これらに追加の質問をしたとこ
ろ、『被災者への心情配慮が必要である』や『治療の減少による廃用症
候群の危険性』などの回答を得た。「今後どのようなことができると思
いますか」という問いには、『避難先での環境調整』や『被災患者の安
否確認』などの回答を得た。
【考察】被災ストレスや道路の寸断によって、災害直後より事業継続性
が障害されたこと、中・長期的には患者や利用者への健康被害を危惧し
ていることが分かった。また、健康被害を予防するために、非常時には
通常業務以外の業務をも行う必要性を感じていると思われた。

口述発表 一般演題②10 10:50 ～ 11:50　
第２会場小 ホール　  

精神疾患を有した大腿骨頸部骨折患者が自宅退院し
生活範囲拡大に繋がった症例

風盛智之
公立みつぎ総合病院

KeyWords：精神疾患、大腿骨頸部骨折、生活範囲
【はじめに】高齢者は、転倒により移動への自信感を失い閉じこもり状

態になる転倒後症候群を生じることで生活空間が狭小化する可能性があ

る。精神疾患は閉じこもりとの関連性がある。今回、精神疾患を有し大

腿骨頸部骨折を呈した症例を担当し自宅退院し生活範囲の拡大に繋がっ

たので報告する。

【倫理的配慮】対象者には本研究の主旨を口頭にて説明し同意を得た。

【症例紹介】左大腿骨頸部骨折を受傷し人工骨頭置換術を施行した 80

代女性。突発性難聴とうつ病の既往あり、精神薬服用。介護保険は、要

介護１。サービス利用は、訪問看護を週 2回通所サービスは難聴の為

拒否あり。

【経過】入院 1週間後に入院時訪問を実施。家屋環境を想定した理学療

法メニューを立案。同時期に自主トレメニューを提案。理学療法中は正

のフィードバックを中心に提示した。入院中、精神状態の増悪なし。入

院 10週間後自宅退院し、退院 3週間後に退院後訪問を実施。現在、デ

イサービスに通い運動意欲が向上し散歩習慣が定着した。

【考察】自主トレメニューの提供とリハビリ時の正のフィードバックに

より、運動習慣の定着に繋がった。運動習慣が定着し患者が入院前より

健康状態を高く認識できたと考える。その為、抑うつ傾向が軽減し生活

範囲拡大に繋がった。

口述発表 一般演題③11 13:30 ～ 14:30　
第１会場 大ホール　  

10:50 ～ 11:50　
第２会場小 ホール　  
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大腿骨近位部骨折患者の退院時心身機能と歩行自立度
は術後 1年および 2年の歩行能力に影響を及ぼすか
- 後ろ向きコホート研究 -　

桑原大輔1）　梅原拓也1）2）
　　 　橋本彩歌1）

1）済生会呉病院 リハビリテーション室
2）広島大学大学院医歯薬保健学研究科

KeyWords：大腿骨近位部骨折／ Cox 比例ハザード回帰分析／歩行能力低下
【目的】本研究は、大腿骨近位部骨折患者の退院時心身機能と歩行自立
度から、術後 1年および 2年にかけての歩行能力低下に影響する因子
を明らかにすることとした。
【方法】本研究のデザインは、後ろ向きコホート研究とした。対象は、
2013 年 6 月から 2017 年 3 月の間に、当院にて大腿骨近位部骨折と
診断され、術後 1年および 2年が経過した者とした。測定項目は、基
本医学的情報（年齢、性別、術式など）と、退院時の心身機能（疼痛
VAS、CS-30、HDS-R）および歩行自立度（Barthel Index）とした。術
後 1年および 2年の歩行能力低下の発生率を推定するために、Cox 比
例ハザード回帰分析を行った。有意水準は 5%とした。
【倫理的配慮】本研究は、済生会呉病院倫理委員会の承認（承認番号：
128）を得て実施した。
【結果】対象者は、術後 1年で歩行能力が低下した 8名と回復・維持し
た 40名、術後 2年で歩行能力が低下した 6名と回復・維持した 30名
であった。Cox 比例ハザード回帰分析の結果（ハザード比、95%信頼
区間）、術後 1 年にかけては退院時 CS-30（0.384、0.152-0.969）と
HDS-R（0.886、0.789-0.996）が、術後 2年にかけては自宅退院の有
無（0.127、0.023-0.699）が歩行能力低下に影響していた。
【考察】退院時心身機能は、術後 1年に限り歩行能力低下を予測できた。
また、退院時に自宅退院が不可能な者は、術後 2年にかけて歩行能力
が低下した。自宅退院が不可能であった者に対する歩行能力低下の予防
は、退院後の評価および治療により可能であると考えられる。

口述発表 一般演題③12

大腿骨近位部骨折術後患者へのバランスエクササイズ
介入による身体機能の変化

　

田中悠太１）　浦辺幸夫２）　 高田優輝１）　鈴木雄太１）２）
　　

吉田康兵１）　白川泰山１）

1) マッターホルンリハビリテーション病院
2) 広島大学大学院医歯薬保健学研究科

KeyWords：大腿骨近位部骨折／バランスエクササイズ／身体機能
【目的】筆者らは，大腿骨近位部骨折術後患者で，歩行能力は回復期病
棟入院後 1ヵ月から向上するが，片脚立位保持時間（OLS）は 3ヵ月経
過しても十分に改善しないことを報告した（尾上ら，2015)．本研究で
は，早期からバランスエクササイズの介入を行い，歩行能力やバランス
能力がどのように変化するかを確認した .
【方法】対象は，回復期病棟に入院した大腿骨近位部骨折術後患者 13
名（男性 1名、女性 12 名 , 年齢 87.5 ± 3.5 歳）とした．通常のリハ
ビリテーションプログラムに加え，入院後から立位でのバランスエクサ
サイズ（Ex）を実施した．Ex は，特性のバランスボード（MIKASA 社）
を使用し，1回あたり 7分間で週 3回実施した．身体機能の評価は 10
ｍ歩行時間，Time Up and Go Test（TUGT），OLS を用い，入院時，4
週後，8週後に行った .
【倫理的配慮】マッターホルンリハビリテーション病院倫理審査委員会
の承認を得て実施した（承認番号MRH180003）．
【結果】入院時，4週後，8週後の 10ｍ歩行時間はそれぞれ 18.8 ± 4.1
秒，15.9 ± 3.4 秒，13.7 ± 2.3 秒だった .TUGT は同じく，25.8 ± 5.7
秒，20.0 ± 3.1 秒，17.8 ± 1.7 秒，OLS は，0.4 ± 0.8 秒，2.8 ± 1.1 秒，
4.2 ± 0.6 秒だった . いずれも入院時から 8週後にかけて有意に改善し
た（p<0.05）．
【考察】回復期病棟入院後から Ex を行うことで，先行研究よりも早期
にバランス能力（TUGT,OLS）を含めた身体機能が向上した．しかし，
8週後も OLS は，転倒のリスクが高いとされている 5秒未満であり
(Tinetti,1986)，より効果の高い Ex についてさらに検討していく．

口述発表 一般演題③13 13:30 ～ 14:30　
第１会場 大ホール　  

90歳以上の超高齢者の身体機能と各年代の身体機能
の推移

　

島　俊也１）　浦辺幸夫２）　福井一輝1）２）
　　　　利根川直樹１）２）

　　

尾上仁志１）　仁井谷学（MD）３）
１）にいたにクリニック　リハビリテーション科
２）広島大学大学院医歯薬保健学研究科
３）にいたにクリニック　整形外科

KeyWords：超高齢者／介護予防／身体機能
【目的】介護が必要になる原因で「高齢による衰弱」が占める割合は、
85～ 89 歳の 24.9％に対して 90歳以上では 43.6％に急増する（厚生
労働省「平成22年国民生活調査」）。よって、健康寿命の延伸を図るには、
それ以前の年代で身体機能低下を予防する必要がある。今回は 90歳以
上の身体機能に至る過程の特徴を捉え、介護予防戦略の一助とすること
を目的とした。
【方法】対象は外来通院または通所している 65 歳以上の高齢者で、介
助なしに歩行可能な者 123 名（男性 34名、女性 89名、年齢 79.2 ± 7.7
歳）とした（中枢神経系の疾患の既往があるものは除外）。10m歩行時
間、等尺性膝伸展筋力、握力、Short Physical Performance Battery（以
下、SPPB）を測定し、65 歳～ 69 歳、70 歳～ 74 歳、75 歳～ 79 歳、
80歳～ 84歳、85歳～ 89歳、90歳以上の 6群間で、一元配置分散分
析と多重比較検定（Tukey 法）にて各項目の平均値の差を検定した。有
意水準 5％未満を優位とした。
【倫理的配慮】対象にはヘルシンキ宣言に基づき目的、方法を口頭と書
面で十分に説明し、同意を得た。また、当クリニック倫理委員会の承認
を得た（承認番号：NCL18001）。
【結果】90歳以上群では、10m歩行時間、握力、SPPB は 85 歳未満の
群との間に有意差を認めた（ｐ＜ 0.05）。いっぽう、等尺性膝伸展筋力
は 90歳以上群と 80歳未満の群との間に有意差を認めた（ｐ＜ 0.05）。
【考察】高齢者では等尺性膝伸展筋力が他の 3項目に先行して低下する
可能性がある。介護予防では、下肢筋力の維持が不可欠と考える。

口述発表 一般演題③14 13:30 ～ 14:30　
第１会場 大ホール　  

高齢者の階段昇降に貢献する体力要素は何か

坂本麻美1）　浦辺幸夫2）　大岡恒雄1）2）
　　　　鈴木雄太1）2）

　　

白川泰山（MD）1）
1）マッターホルンリハビリテーション病院
2）広島大学大学院医歯薬保健学研究科

KeyWords：高齢者／階段昇降／傾斜地居住者
【目的】広島県呉市は斜面市街地の比率が全国で第 3位とされ（天野ら、
2004）、居住地には急な傾斜や階段が多くみられる。当院の運動器疾患
患者が自宅退院を目指す場合、傾斜地に対応できる歩行能力が必要であ
る。傾斜地に居住する者は運動機能として、十分に階段昇降できること
が求められる。高齢者の階段昇降に貢献する体力要素は何であるかを調
査した。
【方法】対象は、平成 27 年 7月から平成 30 年 6月の間に当院に入院
した 75 ～ 89 歳の女性患者 104 名（年齢 83.3 ± 4.4 歳）とした。下
肢または脊柱に整形外科疾患を有する者であった。退院時に階段昇降テ
ストと 10m歩行速度、6分間歩行距離、等尺性膝伸展筋力の関係を調
査した。階段昇降テストは、蹴上げ 15㎝の階段による最大の昇段数と
した。
【倫理的配慮】当院倫理審査委員会の承認を得て実施した。（承認番号：
MRH180004）。
【結果】入院日数は平均 61.2 ± 23.5 日だった。階段の昇段数は 32.5
± 31.4 段であった。10m歩行速度は 0.90 ± 0.31m/ 秒であり、階段
の昇段数との相関係数は r ＝ 0.46（p<0.01）であった。6分間歩行距
離は 225.3 ± 91.0m/ で、r ＝ 0.46（p<0.01）であった。等尺性膝伸
展筋力は 2.99 ± 0.73N/kg で、r ＝ 0.34（p<0.01）であった。
【考察】階段昇降に影響する体力要素としては、10m歩行速度と 6分間
歩行距離がより関連することが示された。階段昇降は下肢筋力、歩行速
度、立位バランスと関連するとされている（BeanJF ら、2014）。本研
究より、高齢者の階段昇降には歩行機能がより反映されると考えられる。

口述発表 一般演題③15 13:30 ～ 14:30　
第１会場 大ホール　  

13:30 ～ 14:30　
第１会場 大ホール　  
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化学療法を施行した悪性リンパ腫患者の在宅復帰
までの経験について

中野　徹
松尾内科病院　リハビリテーション科

KeyWords：悪性リンパ腫／化学療法／廃用予防
【はじめに】　悪性リンパ腫で行われる化学療法は治療が長期にわたるこ
とがある。リハビリテーション（以下、リハ）はリスク管理を行いながら、
廃用症候群の予防・改善が重要となる。今回、３回の入院を経て、化学
療法と併用してリハを実施した患者の経験について報告する。
【倫理的配慮】　本人と家族に発表の要旨を説明して同意を得た。
【症例紹介】80歳代女性、夫と2人暮らし。要支援１で週に1回デイサー
ビス利用。X年４月に悪性リンパ腫の診断を受け、5月に入院した。
【経過】化学療法を開始して、副作用で体力低下と ADL の低下により、
リハ開始となった。運動療法と動作・歩行練習を実施し、6月には屋外
歩行も可能で、化学療法を 3クール行い、7月に一度退院となった。退
院後、在宅での生活に困難を生じ、すぐに再入院となり、化学療法 2クー
ルとリハ実施後、9月に一時退院となる。当月中に再入院し、化学療法
1クールと廃用予防目的のリハを行い、屋外歩行を再獲得し、12月に
退院に至った。要介護１で、週 3回のデイサービスとショートステイ
を利用して、退院後の生活を続けることができた。
【考察】化学療法の施行により、食欲低下、発熱、神経症状などの副作
用が現れ、ADL の著明な低下が起こる。このような状態でも、リスク
管理をしながら、医師や看護師と連携をとり、計画的にリハを進めてい
くことは、退院後の在宅生活をスムーズに行うためにも意義のあること
だと考えられる。

口述発表 一般演題④16

長期間在宅酸素療法を適切に使用していなかった患者
に対し酸素流量の調節と動作指導が功を奏した症例

　

神田直人　松村洋佑　関川則子　江上真由子　相澤郁也
阿部夏音　内田美沙子
国家公務員共済組合連合会　吉島病院　リハビリテーション科

KeyWords：在宅酸素療法／日常生活動作／患者教育
【はじめに】今回、外来リハビリテーション（以下，外来リハ）において、
長期に及ぶ在宅酸素療法（以下，HOT）中の患者を担当した。HOT の
適切な取り扱いや労作時の酸素流量の調節、動作指導により、日常生活
動作における呼吸困難感の軽減が得られたので報告する。
【倫理的配慮】対象者のプライバシー保護に十分留意し、学会発表に関
しての説明を行い書面にて同意を得た。
【症例紹介】70歳代男性。他院にて X年、肺気腫と診断され同年HOT
導入したが、その効果と使用方法の理解が不十分であり、息切れを自覚
しながらも日常生活動作の各場面で酸素を外す生活を送っていた。X+3
年、呼吸困難感が増強したことにより当院を受診し外来リハ開始。
【経過】労作時の SpO2 低下に対して酸素流量の調節と各動作における
動作指導を実施した。外来リハ介入時と 2ヶ月後に長崎大学呼吸器日
常生活評価表を用いて「動作速度」、「息切れ」、「酸素流量」の評価を行っ
た結果、56点→48点となった。内訳として「動作速度」で18点→18点、
「息切れ」で 13点→ 20点、「酸素流量」で 23点→ 8点となった。「息
切れ」においては特に「排泄」、「移動」で改善がみられた。
【考察】日常生活動作にて生じる労作時の呼吸困難感に対して詳細な評
価を行い、適切な酸素流量の調節と各動作における動作指導を行ったこ
とが呼吸困難感の軽減に繋がったと考える。

口述発表 一般演題④17 13:30 ～ 14:30　
第２会場小 ホール　  

気管支喘息重積発作後、自宅退院に伴いアクション
プランを作成した症例

松村洋佑　神田直人　江上真由子　相澤郁也　関川則子
阿部夏音　松本祥生　仲本　宏　　内田美沙子　冨永夏希
国家公務員共済組合連合会　吉島病院　リハビリテーション科

KeyWords：気管支喘息重積発作／再発予防／アクションプラン
【はじめに】気管支喘息重積発作後、四肢・体幹の著明な筋力低下を呈
した症例を担当した。心身機能が回復し自宅退院が可能となり再発予防
を目的としてアクションプランを作成した症例を報告する。
【倫理的配慮】対象に発表の趣旨、プライバシー保護について説明し同
意を得た。
【症例紹介】70歳代女性、診断名は気管支喘息、慢性閉塞性肺疾患。呼
吸困難感の増悪にて当院外来受診中に喘息重積発作を呈し意識レベルが
Japan Coma Scale Ⅲ -300 まで低下。その後、意識は回復するも重度の
筋力低下が残存した。
【経過】入院 17 日目より理学療法開始。長崎大学日常生活活動評価表
20点→ 40点（入浴、外出は介助を要する）、徒手筋力テスト 1→ 4と
なった。入院 90日目自宅退院。退院に伴い当院医師に相談した上でア
クションプランを作成。
【考察】気管支喘息は発作が再発する可能性があるため退院後も在宅サー
ビス等のフォローアップが必要である。しかし、症例は日中独居状態で
あることや、月 1回の診察、週 1回の訪問看護では喘息発作時の対応
としては不十分である。そこで、重積発作に対して再発予防や早期受診
を自己管理する目的でアクションプランの作成を行った。これにより在
宅生活を送りながらも急変時の早期対応が可能となり、安心した在宅生
活が可能と考えられる。

口述発表 一般演題④18 13:30 ～ 14:30　
第２会場小 ホール　  

排尿自立指導料算定における理学療法士の役割について

日和将貴１）　井上勝己２）

１）たかの橋中央病院　リハビリテーション科
２）たかの橋中央病院　泌尿器科

KeyWords：排尿自立指導料／多職種連携／理学療法士
【はじめに】平成 28年の診療報酬改定より排尿自立指導料が新設され、
算定には排尿ケアチームを設置し、理学療法士（以下 PT）の加入が要
件となっている。当院における排尿自立指導料の算定と今後の課題を報
告する。
【活動状況】当院では 2016 年 11 月～ 2017 年 12 月までに、バルーン
の抜去から排尿自立に向けて、看護師による排尿に関するスクリーニン
グを 1426 例施行し、該当患者 122 例に対して排尿機能評価から排尿
ケアチームで介入を行った。並行して PTによる FIM及び随時認知機能
評価を行い、初回定期カンファレンスにて環境設定の提示を含めた情報
を共有した。その後は、医師を中心に 1週間に 1回のケアチーム回診
から週毎のケア方針を決定し、1回 /週 200点（6回を限度）を算定した。
4週経過時に 6例はバルーン抜去後に尿閉となり再留置する結果となっ
たが、63 例（n=122）の尿失禁が消失した。また、トイレ動作及び移
動動作で 48例（n=76）が自立となった。
【今後の課題】排尿ケアチームにおける PT として、入院早期より環境
設定や動作能力の情報共有は重要である。また、多職種と排尿障害につ
いて協議する基礎知識が必要であり、多職種連携において専門職として
の評価と臨床推論が求められている。泌尿器科領域でも PTが力を発揮
できる分野であり、対象患者数の増加に対してスタッフ教育に加え、地
域における排尿自立指導料算定施設のロールモデルとなる事が課題とし
て挙げられる。

口述発表 一般演題④19 13:30 ～ 14:30　
第２会場小 ホール　  

13:30 ～ 14:30　
第２会場小 ホール　  
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当院の認知症ケアチームにおける理学療法士としての役割
　

米澤勇実　日和将貴
医療法人社団仁鷹会 たかの橋中央病院リハビリテーション科

KeyWords：認知症ケアチーム／身体拘束／理学療法士としての役割
【はじめに】平成 28 年度診療報酬改定で認知症ケア加算「Ⅰ・Ⅱ」が
新設され、認知症患者への適切な医療が求められている。施設基準では、
①専任常勤医師、②専任常勤看護師、③専任常勤社会福祉士又は常勤精
神保健福祉士とあり、患者の状態に応じて理学療法士、作業療法士、薬
剤師、管理栄養士が参加することが望ましいとある。それに伴い、平成
29年度より当院においても認知症ケアチーム（以下チーム）を発足させ、
医師、看護師、社会福祉士、理学療法士、薬剤師が連携している。その
中で当院における理学療法士としての役割について以下に報告する。
【活動状況】当院では、認知症患者の転倒転落に対して身体拘束 (4 点柵 )
という対応が多い。ここで理学療法士としての役割は、身体拘束せざる
を得ない理由をアセスメントし、身体機能・基本動作の改善、環境調整
を図る目的で介入した。主治医から運動療法指示がある患者は担当理学
療法士と連携し、指示が出ていない患者はチームの理学療法士が介入し、
困難な場合は事例検討を行った。
【今後の課題】理学療法士が介入しても日によってケアが統一されず、
身体拘束を軽減させることが困難であった。理由は、統一されたケアの
働きかけが不十分であること、職員全体が認知症ケアに対する知識や認
識が不十分であるという問題が人手・時間不足という問題で帰結してい
ることである。今後の課題は、理学療法士としてチームにケア方法の統
一、職員全体には認知症の事を啓発することである。

口述発表 一般演題④20

健常若年女性における股関節外転筋力が単脚立位
動作時の骨盤・体幹角度に及ぼす影響

　

高野　翔吾
広島国際大学　医療福祉科学研究科　医療工学専攻　博士後期課程

KeyWords：単脚立位動作／股関節外転筋力／骨盤・体幹角度
【目的】下肢の筋骨格系障害に関連する股関節外転筋力の弱化は単脚荷
重時の骨盤の制御不良と関連することが報告されている。しかし、骨盤
の制御不良が筋力の弱化、痛みのどちらにより生じたのか結果を混乱さ
せる。本研究は股関節外転筋力が強い女性と弱い女性の単脚立位動作時
の骨盤、体幹の傾斜角度を比較することを目的とした。
【方法】健常若年女性 40 名が本研究に参加した。徒手筋力計を用いて
股関節外転最大等尺性筋力を計測した。筋力に基づきランク付けし、上
位 33%を強い群、下位 33%を弱い群と分類した。課題は両脚立位から
の単脚立位動作とし、10 秒間姿勢を保持した。3次元動作解析機器、
床反力計を用いて単脚立位動作を計測した。単脚支持移行期と安定した
単脚支持期を床反力計にて決定し、骨盤、体幹の傾斜角度をパラメータ
として解析を行った。正規性の検定、差の検定による統計学的解析を行
い、有意水準は 5%とした。
【倫理的配慮】本研究は所属機関の倫理委員会の承認を得て実施した。
【結果】股関節外転筋力が弱い群は強い群よりも安定した単脚支持期に
支持側へ向かう体幹の傾斜角度が有意に大きかった。骨盤傾斜について
は 2群間で有意差を認めなかった。
【考察】股関節外転最大筋力が弱い群は強い群よりも単脚立位が安定し
た相で支持側へ向かう体幹傾斜が大きいことが示された。これらの結果
は骨盤を水平位に維持するための代償的メカニズムを反映している可能
性がある。

口述発表 一般演題⑤21 15:50 ～ 16:50　
第１会場 大ホール　  

体幹前屈動作時の脊柱運動にハムストリングの
柔軟性が関与するか

　

岡田泰河１）　浦辺幸夫２）　 鈴木雄太1)2)　吉田康兵１） 
白川泰山１）

１）マッターホルンリハビリテーション病院
２）広島大学大学院医歯薬保健学研究科

KeyWords：体幹前屈動作／ハムストリング／脊柱アライメント
【目的】屈曲型腰痛の一因として，ハムストリングの柔軟性の低下や，
体幹前屈動作時の腰椎の過屈曲などがいわれている．ハムストリングの
柔軟性の低下によって，体幹前屈動作時の腰椎や骨盤の運動がどのよう
に影響を受けるかは不明である．本研究の目的は，体幹前屈動作時の脊
柱運動の経時的変化とハムストリングの柔軟性の関係を確かめることで
ある．
【方法】対象は健常男性 22 名 (25.8 ± 5.8 歳 ) とした．体幹前屈 0°，
20°，40°，60°，80°，最大前屈時，の 6条件で胸椎，腰椎および骨
盤のアライメントをスパイナルマウス ( インデックス社 ) で計測し , そ
れぞれの変化量を算出した．ハムストリングの柔軟性は Straight Leg 
Raising（SLR）を測定し，左右の平均値を用いた．SLR と各変化量の検
定に Pearson の相関係数を用いた．危険率は 5％とした．
【倫理的配慮】マッターホルンリハビリテーション病院倫理審査委員会
の承認を得て実施した（承認番号MRH180002）．
【結果】SLR と体幹前屈 20°~40°の腰椎屈曲の変化量に r= － 0.47，骨
盤の変化量に r=0.48 の相関関係が得られた (p<0.05)．その他の項目に
ついては有意な相関関係がなかった．
【考察】ハムストリングの柔軟性が低い者ほど，体幹前屈 20°~40°で骨
盤前傾が小さく，腰椎の屈曲が大きくなることが示された．腰痛予防の
観点から，ハムストリングの柔軟性が高くなることで腰椎の屈曲を小さ
くすることができると考える．

口述発表 一般演題⑤22 13:30 ～ 14:30　
第１会場 大ホール　  

痛みの破局的思考と運動器疾患部位の関連性

住田有輝人　濱田和明　　渡邊帆貴　　沖　真裕　
柳原　稔　　高野有優美　山中健太郎　酒井はるか
前田慎太郎　橋本和典（MD）
医療法人和光　和光整形外科クリニック

KeyWords：PCS4 ／運動器疾患／疾患部位
【目的】痛みの破局的思考が疼痛の強度や能力障害の予測因子になると
報告されている．短縮版 PCS4 は痛みの破局的思考を評価する指標とし
て信頼性と妥当性の高い評価指標であるとされている．
我々のグループは，PT 開始時の PCS4 スコアが高いと治療難渋しやす
い可能性があると示唆した . 今回は PT 開始時の PCS4 スコアと運動器
疾患部位の関連性を検討した．
【方法】平成 30 年 1～ 3月に当院にて PT 処方があった運動器疾患患
者のうち，問診票を有効回答した 293 名を対象とした． 痛みの破局的
思考の評価に PCS4 を用いた．PT 開始時における PCS4 スコアが疾患
部位（頸部／腰部／上肢／下肢）によって差があるか ,Kruskal-Wallis
検定後，Steel-Dwass 検定にて多重比較を行った．
【倫理的配慮】本研究は，ヘルシンキ宣言を遵守し厚生労働省等による
医学研究指針に基づき実施した.また当院倫理審査委員会の承認を得た．
【結果】PT開始時における PCS4 スコアの中央値は上肢で 7，下肢で 7，
頸部で 9，腰部で 9であった . 多重比較では上肢と腰部，下肢と頸部，
下肢と腰部の間に有意差を認めた（それぞれ p = 0.037，p = 0.004，p 
= 0.0001）．上肢と下肢，上肢と頸部，頸部と腰部の間には有意差を認
めなかった（それぞれ p = 0.663，p = 0.125，p = 0.999）．
【考察】PT開始時の PCS4スコアは頸部 ,腰部疾患患者が上肢 ,下肢疾患
患者より有意に高いことが示された．特に頸部，腰部疾患患者の痛みの
破局的思考を評価することは治療を行う上での一助になると示唆する .

口述発表 一般演題⑤23 13:30 ～ 14:30　
第１会場 大ホール　  

13:30 ～ 14:30　
第２会場小 ホール　  
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運動器疾患における痛みと心理面の関係性　

山中健太郎　濱田和明　　柳原　稔　　高野有優美　沖　真裕
住田有輝人　酒井はるか　前田慎太郎　橋本和典（MD）
医療法人和光　和光整形外科クリニック

KeyWords：PCS4 ／ NRS ／破局的思考
【目的】国際疼痛学会は、痛みの定義に「不快な感覚・情動体験」と含
んでおり、痛みには情動的な側面が関与しているとされている。そこで
今回、疼痛強度と破局的思考の関連を調査し、若干の知見を得たので報
告する。
【方法】対象は平成 30 年 1 ～ 3 月に当院にて PT 処方があった運動
器疾患患者のうち、問診票を有効回答した 291 名とした。患者を上
下肢疾患群、頸腰疾患群に分け、それぞれで PT 開始時の短縮版 Pain 
Catastrophizing Scale(PCS4)、NRS の関連性を検討した。次にその中か
ら 1ヶ月間追跡可能であった 112 名の PCS4、NRS の変化量の関連性
を検討した。PT 開始時の解析には spearman の相関分析、1ヶ月間の
変化量の解析には pearson の相関分析を用いた。
【倫理的配慮】本研究はヘルシンキ宣言を遵守し厚生労働省による医学
研究指針に基づき実施し、当院倫理審査委員会の承認を得た。
【結果】PT 開始時の PCS4、NRS の点数は上下肢疾患群、頸腰疾
患群でそれぞれ有意な正の相関が認められた。(rs=0.298,p<0.01.
rs=0.262,p<0.01)。1 ヶ月間の PCS4、NRS の変化量では上下肢疾患群
で有意な正の相関が認められ (r=0.304,p<0.01)、頸腰疾患群では有意な
相関が認められなかった (r=0.233,p<0.133)。
【考察】PT開始時の PCS4、NRS の点数には疾患の部位に関係なく有意
な相関を認めた。しかし、縦断的な 1ヶ月間の PCS4、NRS の変化量に
着目すると上下肢疾患群には有意な相関を認めたが、頸腰疾患群には有
意な相関を認めなかった。この結果から疼痛強度を変化させる要因とし
て、破局的思考以外の因子が関与している可能性が示唆された。

口述発表 一般演題⑤24

2020 東京オリンピック・パラリンピック
メキシコ事前合宿トレーナー派遣事業報告

　

船引達朗１）２）
　　 　高村　剛１）３）

　　　　平石勇次１）４）
　　 　久保高行１）５）

　　　

１）公益社団法人広島県理学療法士会
２）医療法人社団おると会浜脇整形外科病院
３）特定医療法人あかね会土谷総合病院
４）介護老人保健施設熊野ゆうあいホーム
５）医療法人日域整形外科クリニック

KeyWords：理学療法士／スポーツ／ 2020 東京オリンピックパラリンピック
【はじめに】2020 年東京オリンピック・パラリンピックが開催するこ
とが決定し、広島県内でも 2018 年から 10 市町 26 競技が広島で事前
合宿を行うことが決定している。一部の事前合宿について当会がトレー
ナー派遣事業を行ったので、合宿まで事前準備、サポート概要と参加し
た会員へのアンケート調査について報告する。
【活動状況】期間は 2018 年 5月 3日～レスリング競技（東広島市）、5
月 10日～体操競技（広島市）、5月 21日～自転車競技（三原市）に対
して主にマッサージやストレッチなどのコンディショニング、テーピン
グ等の応急手当などを目的にトレーナー派遣を行った。派遣者は合宿 1
週間前に当会ホームページ、social networking service、スポーツ人材
バンク等で公募を行い 31名の理学療法士がボランティア活動に参加し
た。参加した会員へのアンケートは無記名にて臨床経験、職域、参加動
機と感想を調査した。
本活動は公益社団法人広島県理学療法士会理事会の承認を得て活動を
行った。
【今後の課題】2020 東京オリンピック・パラリンピックで日本中の機
運が高まっている。当会への依頼に対して、迅速に応えられる職能団体
であるためにはスポーツ現場で専門的な能力を発揮できる人材育成に加
えて、広島県全域での同等の支援が行える支部・地区局レベルでの組織
力強化が課題であると思われる。

口述発表 一般演題⑤25 15:50 ～ 16:50　
第１会場 大ホール　  

病棟での短時間頻介入が機能回復の促進と多職種
との情報共有を円滑にし ADL 向上に至った一症例

山崎智博　河村考真
社会医療法人　清風会　廿日市記念病院　技術部リハビリ技術科

KeyWords：病棟での短時間頻介入／機能回復の促進・ADL 向上／情報
共有の円滑化
【はじめに】今回脳卒中患者に病棟での短時間頻介入の実施で良好な結
果を得た為報告する．
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に則り実施した．
【症例紹介】 アテローム血栓性脳梗塞右片麻痺を呈した 80 歳代男性．
運動麻痺は軽度，生活リズムが不規則で JCS Ⅱ－ 20，FIM35 点（清拭
1点，トイレ 1点，移乗全項目 1点），HDS － R3 点，TUG 評価困難，
BBS5 点．
【経過】PT・OT・ST で 9単位／日介入．当初連続 3単位でリハビリ室
にて立位・歩行・ADL 練習をしていたが，傾眠になりやすく積極的な
介入が困難．入院 80日目より PT・OT・ST でそれぞれ 3単位を分割し，
病棟にて短時間頻介入を開始．入院 101 日目より傾眠は徐々に改善し，
トイレ動作や移乗介助量も改善．入院 125 日目に歩行器歩行見守り，
伝い歩き軽介助で歩行可能．介入中，病棟スタッフより「歩けるんです
ね，頑張って下さい」等と声がかかり，笑顔も垣間見られ，より意欲的
に取り組まれる．またカンファレンスにて介助浴移行の相談を受け，入
院 136 日目に移行．退院時は JCS Ⅰ－ 3，FIM61 点（清拭 3点，トイ
レ 4点，移乗 3～ 4点），HDS － R4点， TUG44.3 秒，BBS23 点． 
【考察】短時間頻介入により，覚醒状態の改善，生活リズム形成に至り，
さらに機能回復の促進を効率的に図ることができたと考える．また病棟
での介入により，リハビリ内容を多職種に見てもらうことができ，回復
過程や ADL 介助方法等の情報共有がしやすく，自立度の変更が円滑に
できたと考える．

口述発表 一般演題⑥26 15:50 ～ 16:50　
第２会場小 ホール　  

脳卒中片麻痺患者に対する T-support を用いた
歩行練習の効果

住田大輔　佐藤大介
医療法人　信愛会　日比野病院　リハビリテーション科

KeyWords：装具療法／ T-support ／歩行
【目的】当院では脳卒中片麻痺患者の歩行能力改善のため、体幹伸展・
股関節屈曲補助バンド T-support（以下 TS）を導入した。今回、回復期
脳卒中患者の TS 使用時の歩行因子の変化を検証したので報告する。
【方法】対象は 60 歳代男性、発症から 3 ヵ月経過。Brunnstrom 
Recovery Stage 下肢Ⅳレベル、歩行は T字杖とプラスチック製短下肢
装具を用い監視レベル。計測は T-Support 装用前、装用時、装用後の 3
条件とし、いずれも Gait Solution Design を装用、10mの歩行路を快適
速度にて 5回ずつ歩行した。
【倫理的配慮】本研究はヘルシンキ宣言を遵守し、十分な説明を行い同
意を得て実施した。
【結果】TS 装用前 /装用時 /装用後を比較すると、麻痺側ファーストピー
ク値（以下 FP 値）は 12.6/14/14.5、セカンドピーク値（以下 SP 値）
は 4.4/5.3/4.2、足関節最大背屈角度は 4.2/5.1/4.7、腓腹筋内側頭筋活
動は 20.8/21.2/18、歩行速度（秒）は 11.5/10.6/10.1、歩数（歩）は
18.4/17.6/16.8 となった。
【考察】TS により麻痺側遊脚期では、股関節外旋が抑制され適切な踵接
地が行われ、FP 値が増加した。体幹機能と下肢の支持性がサポートさ
れ、麻痺側立脚期が延長し、足関節背屈角度が増大し、SP値が増加した。
立脚後期に股関節伸展角度が増大する事により、TS 弾性バンドの作用
で股関節屈曲運動がサポートされ、歩行速度および歩数の向上に繋がっ
た。歩行因子の変化は TS 装用後にも継続しており、TS を装用した歩行
練習の効果が持ち越される可能性が示唆された。

口述発表 一般演題⑥27 15:50 ～ 16:50　
第２会場小 ホール　  

15:50 ～ 16:50　
第１会場 大ホール　  
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歩行補助装置「RE-Gait®」が生活期脳卒中片麻痺患者
の歩行機能に与える影響

　

荒牧恭平１）　東　啓太１）　中川　慧２）　　黒瀬智之２）　
猪村剛史２）　河原裕美４）　田中英一郎３）　弓削　類２）４）

　　 　
１）因島医師会病院　リハビリテーション科
２）広島大学大学院　医歯薬保健学研究科　生体環境適応科学研究室
３）早稲田大学理工学術院　大学院情報生産システム研究科
４）株式会社 スペース・バイオ・ラボラトリーズ

KeyWords：歩行補助装置／生活期脳血管障害／歩行障害
【目的】生活期の片麻痺患者に対して , 歩行補助装置 RE-Gait® を使用し
た歩行練習を実施し , 歩行機能への影響を検討する .
【方法】対象は発症6ヶ月以降で歩行可能な片麻痺患者10名とし,RE-Gait
® を使用した 20分間の歩行練習を 4週間実施 , 練習前後での歩行を評
価した . 評価項目は① 10m歩行による歩幅 , 歩行率 , 速度②歩行中の足
圧分布装置による歩行周期割合③ビデオによる歩行動作記録とした .
【倫理的配慮】本研究は , 広島大学病院臨床研究倫理審査委員会の承認
を得て行った . 対象者には研究の方法を事前に説明し , 書面にて同意を
得た . 個人情報はプライバシーに十分配慮した上で管理した .
【結果】歩幅 , 速度は練習後の方が有意に高い結果となった (p ＜ 0.05）.
また , 両脚支持期 , 非麻痺側遊脚相の割合について有意差は認めなかっ
たが , 両脚支持期は練習前 50.5 ± 13.7％ , 練習後 46.7 ± 11.6％と減
少傾向にあり , 非麻痺側遊脚相は練習前 21.9 ± 6.9％ , 練習後 22.3 ±
7.3％と増加傾向にあった . 歩行動作では toe clearance やぶん回し等の
異常歩行が改善された症例がみられた .
【考察】歩幅 , 速度が改善した要因として , RE-Gait® を用いた歩行練習
で正しい足関節の運動が再学習され , 麻痺側のロッカー機能が改善し推
進力が向上したことが考えられる . また , 生活期の片麻痺患者において
も歩行中のアライメント等が修正され , 異常歩行による過度なメカニカ
ルストレスが軽減することで , 歩行機能を維持・改善できる可能性が示
唆された .

口述発表 一般演題⑥28

広島県内の特別支援学校に携わる理学療法士への実態調査
　

北山良平１）　馬屋原康高２）　高須賀文香３）　島津竜太３）

岩田恵美４）　佐々木昭５）

１）広島県立障害者療育支援センター　わかば療育園　医療科
２）広島都市学園大学　健康科学部　リハビリテーション学科　理学療法学専攻
３）重症心身障害児者医療福祉センター　ときわ呉
４）医療法人ハートフル　アマノリハビリテーション病院　リハビリ部　発達外来課
５）佐々木塾

KeyWords：特別支援学校／理学療法士
【目的】広島県内の特別支援学校（以下特支）に理学療法士が特別非常
勤講師（以下特支 PT）として勤務できるようになり約 10年が経過した。
しかし、特支PT同士のつながりも薄くその実態も明らかでない。そこで、
広島県内の特支 PTに実態調査のアンケートを実施したので報告する。
【方法】広島県内の特支 PT にメールもしくは郵送にてアンケートを配
布し回答を得た。
【倫理的配慮】対象者には紙面にて研究目的ならびに個人情報の保護に
ついて説明し同意を得た。
【結果】広島県内の 13校の特支 PT11 名から回答を得た。
　教員からの相談内容として多いことは、「ストレッチや関節可動域訓
練」「車いす・座位保持装置の適合」の順で多かったが、「摂食嚥下」や
「上肢機能」「肥満対策」についての相談もあった。
　病院・施設での理学療法の相違点として、直接子供を治療するのでは
なく、教員を介した間接的なアプローチであるという意見が聞かれた。
理学療法士が特支で活動していくために今後必要なこととして、「教員
に対して理学療法の認識・理解を高めること」が多かった。
　特支 PT の難しさや困ったことを聞くと、「教員の相談内容があいま
い」「医学的情報の不足」といった意見が多かった。
【考察】アンケート結果から、医療ではなく教育現場での勤務に戸惑い
を抱えている実態が明らかになった。今後は研修会などの機会を通して
教員と理学療法士の専門性に対する相互理解が必要である。

口述発表 一般演題⑥29 15:50 ～ 16:50　
第２会場小 ホール　  

当院大腿骨近位部骨折患者の退院時歩行能力
－血液透析患者による検討－

　

島　佑治1）　石田　勝1）　吉原健夫1）　河野正明（MD）2）　
積山和加子3）

1）社会医療法人里仁会　興生総合病院　リハビリテーション部
2）社会医療法人里仁会　興生総合病院　整形外科
3）県立広島大学　保健福祉学部　理学療法学科

KeyWords：大腿骨近位部骨折／血液透析／歩行
【目的】血液透析患者は健常者に比べ運動耐容能や下肢筋力が低下して
いるとの報告が多数あるため、骨折受傷後の歩行能力の回復には時間を
要す可能性がある。今回、当院大腿骨近位部骨折患者を後方視的に調査
し、血液透析患者の退院時歩行能力や入院期間等について検討を行った。
【方法】平成 25 年 4月～平成 30 年 5月の間に当院で大腿骨近位部骨
折のリハビリテーションを処方された 60～ 90 歳の患者のうち、受傷
前歩行が自立だった 107 名を対象とした。対象者を透析群と非透析群
に分け、疾患名、入院前・退院時歩行能力、年齢、性別、リハ期間、入
院期間、転帰、認知機能、一日当たりのリハ単位、入院時アルブミン値
等を調査した。統計解析は、2群間の調査項目をMann-Whitney-U 検定、
Fisher の正確確立検定で検討した。
【倫理的配慮】本研究は当院倫理審査員会の承認を得て実施した。
【結果】対象は透析群 8名、非透析群 99 名となった。2群間で有意差
を認めた項目は、年齢、一日当たりのリハ単位、入院時アルブミン値で
あり，いずれも透析群が有意に低かった。
【考察】先行研究によると大腿骨近位部骨折患者の歩行回復には、年齢、
受傷前の歩行能力、認知症の程度が影響すると報告されている。今回、透
析群はリハ単位が少ない状況でも入院期間や退院時歩行回復の割合は2
群間で有意差を認めなかった。透析群の年齢が低い影響で歩行回復が順調
に進んだ可能性もある。今後は症例数を増やした上で検討を行いたい。

ポスター発表 一般演題①-１30 10:50 ～ 11:50　
第３会場サロンホール　  

大腿骨近位部骨折症例の術後２週における杖歩行
可否の予測因子

本森杏那１）　大園健太１）　伊藤　萌１）　藤村宜史１）　豊田章宏２）

1) 独立行政法人　労働者健康安全機構　中国労災病院　中央リハビリテーション部
2) 独立行政法人　労働者健康安全機構　中国労災病院　治療就労両立支援センター

KeyWords：大腿骨近位部骨折　杖歩行可否　予測因子
【目的】本研究の目的は、大腿骨近位部骨折（以下HF）症例における術後
２週の杖歩行可否の予測因子を術前情報より明らかにすることである。
【方法】研究期間は2017年4月から2018年4月とした。選択基準は1）
HF患者、2）手術施行、3）65歳以上、4) 障害高齢者日常生活自立度 J・A、
5）認知症のない、認知症高齢者日常生活自立度 I、6）独歩・杖で屋内
歩行自立とした。除外基準は術側下肢の免荷とした。測定項目は、年齢、
性別、骨折型、障害高齢者日常生活自立度、認知症高齢者日常生活自立
度、握力、GNRI、MNA_SF、杖歩行可否とした。杖歩行可否は、術後 2
週に担当理学療法士が測定し、対象者の身体に触れず連続 50m杖歩行
できれば可、できなければ不可と判定した。統計解析は、杖歩行可否と
測定項目との関連性を単変量解析により検討した。杖歩行可否を従属変
数、調査項目を独立変数として、2項ロジスティック回帰分析を行った。
【倫理的配慮】当院倫理審査委員会から承認を受け、研究対象者に研究
内容を説明し同意を得た（承認番号：2014-04）。
【結果】ロジスティック回帰分析の結果、骨折型 ( オッズ比 0.252、
95% Cl:0.074-0.855、p=0.027)、障害高齢者日常生活自立度 ( オッ
ズ比 1.631、95% Cl:1.011-2.63、p=0.045)、年齢 ( オッズ比 0.903、
95% Cl:0.840-0.97、p=0.005) が有意な独立変数として抽出された。
【考察】術後 2週の杖歩行可否の予測因子は、術前情報の内、骨折型、
障害高齢者日常生活自立度、年齢であり、急性期病院として退院先を早
期に予測する一助となりうる。

ポスター発表 一般演題①-１31 10:50 ～ 11:50　
第３会場サロンホール　  

15:50 ～ 16:50　
第２会場小 ホール　  
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大腿骨近位部骨折症例の術後 2 週における10ｍ
歩行時間の予測因子

　

伊藤　萌１）　大園健太１）　本森杏那１）　藤村宜史１）　豊田章宏２）

１） 独立行政法人　労働者健康安全機構　中国労災病院　中央リハビリテーション部
２） 独立行政法人　労働者健康安全機構　中国労災病院　治療就労両立支援センター

KeyWords：大腿骨近位部骨折／ 10歩行時間／予測因子
【目的】本研究の目的は、大腿骨近位部骨折（以下 HF）症例の術後 2
週における 10ｍ歩行時間の予測因子を術前情報から明らかにすること
である。
【方法】研究期間は 2017 年 4月から 2018 年 4月とした。選択基準は、
HF患者、手術施行、65歳以上、障害高齢者日常生活自立度判定基準 J・
A、認知症高齢者日常生活自立度判定基準正常・I、独歩・杖で屋内歩行
自立とし、除外基準は術側下肢の免荷とした。測定項目は、年齢、性
別、骨折型、障害高齢者日常生活自立度、認知症高齢者日常生活自立度、
握 力、geriatric nutritional risk index ( 以 下 GNRI）、Mini Nutritional 
Assessment-Short Form（以下MNA_SF）、10m歩行時間とした。10m
歩行時間は術後 2週に、それ以外の測定項目は術前に担当理学療法士
により測定された。
統計解析は 10m歩行時間と測定項目の関連性を Pearson の積率相関係
数により求め、さらに相関分析において有意確率が 0.20 未満の測定項
目を独立変数、10m歩行時間を従属変数として重回帰分析を行った。
【倫理的配慮】当院倫理審査会委員会から承認を受け研究対象者に研究
内容を説明し同意を得た（承認番号：2014-04）。
【結果】連続 255 例のうち選択基準を満たしたものは 142 例であり、
10 ｍ歩行時間を測定できたのは 31 例であった。重回帰分析の結果、
10m 歩行時間と握力（β =-0.244、p=0.004）MNA_ SF（β =-0.174、
p=0.037）が有意な関連を認めた（R=0.318）。
【考察】HF 症例の術後数か月における歩行速度の術前に得られる予測
因子として、年齢が報告されているが、術後 2週においては握力と
MNA_SF が挙げられた。

ポスター発表 一般演題①-１ 10:50 ～ 11:50　
第３会場サロンホール　  

受傷後４週の脊椎椎体骨折患者の破局的思考と身体
機能やQOLとの関連

橋本彩歌１）　梅原拓也１）２）
　　 　桑原大輔１）　金屋敷遼１）　永尾　進１）

１）済生会呉病院リハビリテーション室
２）広島大学大学院医歯薬保健学研究科

KeyWords：脊椎椎体骨折／破局的思考／ EOQOL
【目的】本研究は、受傷後 4週の脊椎椎体骨折患者の破局的思考（Pain 
Catastrophizing Scale：PCS）と身体機能やQuality of Life（QOL）との
関連について検討することを目的とした。
【方法】対象は、2018 年 3 月から 2018 年 6 月までに当院へ入院した
脊椎椎体骨折かつ保存療法の患者とした。除外基準は、手術療法、受傷
前歩行不可、測定不可の者とした。測定項目は、基本医学情報（年齢、
性別など）、身体機能、（膝伸展筋力、片脚立位、疼痛 Visual Analogue 
Scale（VAS））、 破 局 的 思 考（PCS）、QOL（Elderly Osteoporotics’s 
QOL：EOQOL）、活動（Barthel Index）とした。EOQOL の下位項目は、
痛み、動作の制限、心理的要因、活動の制限、生き甲斐とした。測定時
期は、受傷後 4週とした。統計学的解析は、相関分析を行い、有意水
準 5%とした。
【倫理的配慮】本研究は、済生会呉病院倫理委員会の承認を得て実施し
た（承認番号 127）。
【結果】本研究の対象者は、14名であった。除外患者は、受傷前歩行不
可の者と測定不可の者の2名であった。最終的な対象者は、女性12名（年
齢 87.7 ± 6.45）となった。PCS との正の相関（相関係数）は、運動時
疼痛VAS（.728）であった。PCSとの負の相関（相関係数）は、痛み（-.631）、
動作の制限（-.812）、生き甲斐（-.706）、膝伸展筋力（-.671）であった。
【考察】破局的思考が高い者は、身体機能の悪化やQOLの低下が認めら
れることが示唆された。もしかすると、破局的思考により、理学療法が円
滑に進まない可能性があるため、的確な理学療法を提供する必要がある。

ポスター発表 一般演題①-１33 10:50 ～ 11:50　
第３会場サロンホール　  32

脳卒中再発による重度片麻痺に対し、移乗動作の
介助量軽減に向け介入を行った症例

　

卯山侑香　宇田有伽
脳神経センター大田記念病院　リハビリテーション課

KeyWords：脳卒中／両片麻痺／移乗動作
【はじめに】今回、重度の片麻痺を新たに発症し基本動作全般に重度介
助を要した脳卒中再発症例を担当し、移乗動作の介助量軽減を目標に介
入を行ったので報告する。
【倫理的配慮】症例に発表の趣旨を説明し同意を得た。
【症例紹介】70歳代女性。既往に左視床出血による右片麻痺（B.R.S 上肢・
手指・下肢Ⅴ）。今回、右基底核～放線冠梗塞による左片麻痺を発症した。
担当開始時（第 13 病日 )B.R.S 上肢・手指・下肢Ⅱ。TCT 24 点、静的
座位では体幹の低緊張と左半身のアライメント不良により左後側方へ崩
れ保持困難。起立動作および立位保持は、右側に依存しているが支持性
に乏しく、左側への重心移動に伴い左膝折れを認めた。移乗動作FIM 1点。
【経過】座位姿勢のアライメント調整をし、左下肢の筋出力強化訓練を
行った。また反復した起立訓練、KAFO 装着下で立位バランス訓練や歩
行訓練を実施し、体幹や右下肢の機能低下に対しても強化を促した。結
果、最終評価時（第 22 病日）B.R.S 上肢・手指Ⅱ、下肢Ⅱ～Ⅲ。抗重
力筋の伸展活動の向上により座位保持は見守り、立位保持は上肢支持で
可能、TCT 48 点。起立時の筋活動や支持性が向上したため膝折れは軽
減し、移乗動作 FIM 3 点となった。
【考察】本症例は、麻痺肢への下行路の賦活だけではなく、全身の機能
向上をターゲットに訓練を行った。本症例のように複合的な障害のある
場合、病前状態を踏まえた動作課題を軸にプログラムを立案する必要が
ある。

ポスター発表 一般演題①-２34 10:50 ～ 11:50　
第３会場サロンホール　  

外的フィードバック統合が難しく潜在学習が有効
であった一症例

久恒彩映子　大中美由希 
脳神経センター大田記念病院　リハビリテーション課

KeyWords：片麻痺　感覚障害　潜在学習
【はじめに】　学習方法の種類として、意識下で行う顕在学習と無意識下
での潜在学習がある。今回重度右片麻痺と重度感覚障害により歩行獲得
に苦渋し、潜在学習が有効であった症例を報告する。
【倫理的配慮】症例に発表の趣旨を説明し同意を得た。
【症例紹介】左MCA 皮質領域、放線冠、基底核を病巣とするアテロー
ム血栓性脳梗塞を発症した 40歳代男性。病前 ADL 全自立。入院時 JCS
Ⅰ桁、中等度失語あり。BRS 上肢Ⅱ手指Ⅱ下肢Ⅲ、感覚は表在・深部共
に重度鈍麻～脱失。麻痺側下肢は荷重反応性の収縮はあるが、OKC で
の随意収縮困難。歩行は麻痺側の膝折れがあり重度介助であった。
【経過】立位は麻痺側への荷重が乏しく、移乗 FIM1 点。矯正鏡等の視
覚代償や足底ポインティングを用いた体性感覚を用いて立位訓練を行っ
たが、立位場面での麻痺側下肢参加が得られなかった。そのため、麻痺
側下肢の参加が得られ易かった上肢リーチや起立着座といった目的動作
の中で麻痺側下肢の筋活動を促した。その結果、立位安定性が向上し移
乗 FIM5点、17病日目には 4点杖での軽介助歩行が可能となった。
【考察】本症例は外的フィードバック情報を統合することが難しく顕在
学習が困難であったため、無意識下で麻痺側下肢の活動を促すアプロー
チを主に実施した。感覚情報の統合が難しい症例に対しては、麻痺側下
肢が参加可能な目的動作を評価し、全身動作の中で潜在的な学習を促す
ことが有効な手段の一つであることを学んだ。

ポスター発表 一般演題①-２35 10:50 ～ 11:50　
第３会場サロンホール　  
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主婦業獲得に向けて独歩自立を目指したアテローム
血栓性脳梗塞の一事例

　

佐渡綾菜　奥島悠大　北尾智之
社会医療法人千秋会　井野口病院リハビリテーション科

KeyWords：筋力／独歩／主婦
【はじめに】主婦業獲得の為 , 歩行訓練や手段的日常生活動作訓練を行っ
た事で在宅復帰に至った脳梗塞の一事例を報告する .
【倫理的配慮】対象に発表の趣旨を説明し同意を得た .
【症例紹介】アテローム血栓性脳梗塞を発症した 50歳代女性 . 病前は専
業主婦で ,夫と二人暮らし .主訴は日常生活に戻りたい .ブルンストロー
ムステージは左上肢Ⅲ , 左下肢Ⅳ ,Timed up and go test( 以下 TUG)12.5
秒 (T字杖),10m歩行は13.0秒 ,27歩 (T字杖).病棟内車椅子自立レベル.
【経過】28病日目に A病院より当院入院 . 異常歩行に対し , 左側筋出力
向上を図り ,63 病日目に TUG10.0 秒となり院内Ｔ字杖歩行自立 . 106
病日目に外出訓練にて , 退院後を想定した買い物実施 . 131 病日目に
TUG9.0 秒 ,10m 歩行 10.6 秒 23 歩であり院内独歩自立 .138 病日目に
外泊実施し , 家事動作等が可能 .157 病日目に独歩自立し退院となった .
【考察】本症例は , 左側筋出力低下による独歩や左上肢使用困難となっ
た事が , 主婦として必要な掃除や家事等の活動困難に繋がっていると考
えられた . これらに対し , 左下肢・内外腹斜筋の筋出力向上を図った事
で ,10m歩行 10.6 秒と向上し , 独歩自立となった . 更に , 歩行訓練と併
用し手段的日常生活動作訓練も実施した事で , 外出・外泊時に実践的な
動作が可能となり , 主婦として退院が可能となったと考えられる .

ポスター発表 一般演題①-２ 10:50 ～ 11:50　
第３会場サロンホール　  

足部クリアランス低下がみられる患者に対し短下肢
装具を中心とした歩行訓練を行い復職が可能となっ
た事例

日野祥悟　奥島悠大　北尾智之
社会医療法人千秋会　井野口病院リハビリテーション科

KeyWords：筋緊張／装具療法／復職
【はじめに】装具療法を中心とした訓練により歩行能力が改善し , 復職
に繋がった左視床出血の一事例を報告する .
【倫理的配慮】当院倫理委員会の規定に基づきご本人に同意を得ている .
【症例紹介】左視床出血を呈した 40 歳代男性 . 日常生活自立度 ( 以下
FIM) は 87 点 . 主訴は杖なしで歩きたい . 病前生活は父子家庭 , 仕事は
水道関係で高所でも実施していた . ブルンストロームステージは右下肢
Ⅴ , 足関節背屈（自動 /他動）5°/10°, 下腿三頭筋緊張亢進 , 足クロー
ス（+）, 膝蓋腱反射（+）.10m歩行テスト（T字杖）12,2 秒 19 歩 .
【経過】第 20病日に当院へ転院 . 同日よりリハビリテーション開始 . 屋
内自立レベルだが右足尖からの初期接地による下腿三頭筋緊張亢進認め
た為 , 第 87 病日目に金属支柱付き短下肢装具にて装具療法を開始 . 実
用的な歩行獲得を目指し ,第137病日に装具作成し ,同日に独歩自立 .第
150 日目では FIM124 点 ,10m歩行テストは装具あり独歩で 7,4 秒 12
歩 .6 分間歩行テストは 440mとなり , 全身持久力・歩行速度の向上を
認め退院となった .
【考察】右足関節の協調性低下・筋緊張亢進により足部クリアランス低
下がみられ , 右足尖からの初期接地を呈していた . そこで , 底屈角度の
調整が可能な装具にて効率的な歩行訓練を実施した事で , 全身持久力・
歩行速度が向上し , 通勤に必要となる努力性の少ない歩行獲得に繋がっ
たと考える .

ポスター発表 一般演題①-２37 10:50 ～ 11:50　
第３会場サロンホール　  36

脳卒中片麻痺患者に対し、振動刺激痙縮抑制法により
歩行が改善した一症例

　

佐藤大介
医療法人信愛会　日比野病院リハビリテーション科

KeyWords：振動刺激痙縮抑制法／片麻痺／筋緊張
【はじめに】脳卒中患者にて、痙縮筋を伸張しつつ振動刺激を与える
振動刺激痙縮抑制法 (DAViS) が痙縮を抑制するとされている。今回、
DAViS 後に、歩行が改善した症例を経験したので報告する。
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づき対象者の個人情報保護に配慮し
実施。
【症例紹介】60 歳代男性で左視床出血右不全麻痺、Brunnstrom 
recovery stage 下肢Ⅳ。介入時 137 病日目、移動は T字杖と短下肢装
具で自立。右大腿直筋 (RF) は MAS1 ＋、右前遊脚期 (PSw)、遊脚初期
(ISw) の股・膝関節屈曲角度が減少、トゥクリアランス低下。足が重た
いと訴え有り。大東電機工業スライヴMD-01( 周波数 60Hz、振動回数
約 6500 回 / 分 ) にて RF へ 5分 DAViS 実施。実施前後の快適歩行速度
での 10m歩行所要時間、歩数と歩容を評価。
【経過】DAViS 前 / 後の 10m 歩行所要時間は 24.58/22.12 秒、歩数
33/29 歩であり、歩容は P・ISw で股・膝関節屈曲角度が増加、歩幅、
スイングスピードが改善。足が軽くなったと訴えあり。
【考察】視床外側腹側核損傷で筋緊張制御機能が破綻、RFに痙縮が生じ、
遊脚期膝関節屈曲を阻害したが、DAViS で脊髄運動ニューロン異常興奮
の抑制、大脳皮質内抑制の変化等が生じ、痙縮が改善。股・膝関節屈曲
角度も増加し、トゥクリアランス、スイングスピード、歩幅・歩行速度
が改善したと推察。

ポスター発表 一般演題①-２38 10:50 ～ 11:50　
第３会場サロンホール　  

軽度アルツハイマー型認知症者の移乗前の車椅子
操作獲得を目指した取り組み：声かけ介助なしの
操作に向けて

中川敬汰１）２）
　　 　北風草介１）　金井秀作１）３）

　　 　甲田宗嗣２）

1) メープルヒル病院 理学療法部　
2) 広島都市学園大学大学院 保健学研究科修士課程 保健学専攻
3) 県立広島大学 保健福祉学部 理学療法学科

KeyWords：アルツハイマー型認知症／応用行動分析／移乗前の車椅子操作
【はじめに】本研究では、声かけ介助があれば適切に移乗前の車椅子操
作ができる症例に対し、声かけ介助なしで適切に操作できるよう介入し
たので報告する。
【倫理的配慮】対象者と家族に書面および口頭で十分に説明し同意を得た。
【症例紹介】80歳代女性、診断名はアルツハイマー型認知症であり、車
椅子操作に影響及ぼす身体機能障害はなく、認知面はMMSE18 点で
TMT-A・Bは実施困難であった。
【評価と介入】評価項目は適切な位置へ車椅子を停止させるなど 3項目
とし、観察場面はプラットフォーム移乗、平行棒での立ち上がり、自転
車エルゴメーター移乗、自室ベッド移乗の 4場面とした。3項目 4場
面の計 12 項目の成功頻度を 1日 1回観察した。介入は、車椅子操作
前に声かけ介助を行い、適切に操作できたら 3種類の方法で強化した。
介入により適切な操作を獲得できたら強化刺激を段階的に減らし、最後
に声かけ介助をなくした。
【経過】介入前の評価期間では 5～ 7/12 の成功頻度であったが、介入
期間では常に 12項目全て成功した。声かけ介助をなくした期間ではプ
ラットフォーム移乗、自転車エルゴメーター移乗では全て成功が持続し
たが、平行棒での立ち上がりでは成功率が 3／ 5日、自室ベッド移乗
では 1／ 5日であった。
【考察】介入による一定の効果を確認できたが、理学療法の一部の行為
でなく自然の生活行為の要素が強い場面では効果が低い傾向にあったと
考えられた。

ポスター発表 一般演題② -１39 15:50 ～ 16:50　
第３会場サロンホール　  
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信念対立解明アプローチにより治療への協力が
得られた超高齢男性の症例

　

河野立希地　前田和哉
医療法人社団増原会　東城病院　リハビリテーション科

KeyWords：信念対立解明アプローチ／信念対立／離床拒否
【はじめに】信念対立とはそれぞれが自分の信念を自覚することなく絶
対視することにより起こる根源的な対立のことであり，信念対立解明ア
プローチとは信念対立を解明することを目的とする．
【倫理的配慮】個人情報の保護に関する当施設の承認の下，本症例及び
家族に対し発表の趣旨を説明し，同意を得た．
【症例紹介】対象は臀部打撲により当院へ入院した 90 歳代後半の男性
であった．離床を拒否し，治療も拒否的であった． 
【経過】治療者は長い時間運動させたいと考え離床を促していたが，対
象者は寝ていたいと訴え離床を拒否していた．治療者と対象者の間に信
念対立を認めたため，解明態度を意識化した．その結果「機能改善に必
要な離床時間の認識のギャップ」を生じていることが分かった．そこで，
治療中でも希望に応じて迅速に病室へ戻るよう治療内容を変更した．そ
の結果，治療拒否することが少なくなり，離床にかかる時間は短縮した．
【考察】本論では離床時間の認識のギャップにより信念対立が生じた事
例に対し信念対立アプローチを用いた．結果，治療者が自身の志向を意
識化する事ができ，解明交流法を用いることで治療関係が改善した．ま
た，そのことにより離床回数を増加させることができた．これは治療者
と対象者の信念対立を解明することにより治療関係が改善したと考えら
れた．

ポスター発表 一般演題② -１ 15:50 ～ 16:50　
第３会場サロンホール　  

人工膝関節全置換術（TKA）後における荷重時期の
違いによる効果
～２種類のリハビリプログラムによる比較～

林　達也１）　室地敏雄１）　益田真吾１）　鈴木雅貴１）　本山　満２）

１）広島県厚生農業協同組合連合会　吉田総合病院　リハビリテーション科
２）広島県厚生農業協同組合連合会　吉田総合病院　整形外科

KeyWords：ＴＫＡ／荷重時期の違い／ＮＲＳ
【目的】早期退院が推奨されている中ＴＫＡ後のリハビリプログラムに
おいて荷重開始時期に差をつけることで、入院期間や身体機能に違いが
生じるかを比較し検証した。
【方法】対象は２０１７年１０月～２０１８年６月にＴＫＡを施行し退
院した５５名 ( 平均年齢：７７±７．４歳 )。術後２日目より全荷重開始
をＥ群（２３例）、１３日目より全荷重開始をＳ群（３２例）とし分類。
調査項目は入院期間、疼痛（ＮＲＳ）・関節可動域（ＲＯＭ）の術前・１・３・
４週、Timed up and go test（ＴＵＧ）・片脚立位時間の術前・３・４週
とした。
【倫理的配慮】本研究は、「ヘルシンキ宣言」を遵守し、対象者の同意を
得て実施した。
【結果】安静時ＮＲＳは１週目：Ｅ群３．１±２．０Ｓ群１．９±１．７、
３週目：Ｅ群１．９±１．８Ｓ群０．９±１．０となり有意差を認めた（ｐ
＜０．０５）。入院期間はＥ群：３４．４±８．８、Ｓ群：３４．３±７．９
と有意差はみられず、ＲＯＭ・ＴＵＧ・片脚立位でも有意差は認められ
なかった。
【考察】本研究で４週以降では全ての項目に関して両群に有意差がない
結果となった。しかし、１・３週の安静時ＮＲＳではＳ群が有意であっ
たこと、入院期間に差が無かったことから、Ｅ群よりＳ群の方が疼痛少
なくリハビリが可能で退院できることが示唆された。

ポスター発表 一般演題② -１41 15:50 ～ 16:50　
第３会場サロンホール　  40

人工膝関節単顆置換術後 6 ヵ月における段差昇降
等の満足度に関わる因子の検討

　

竹本 雄一郎１）　谷口亮治１）　西森誠（MD）２）
１）地方独立行政法人　広島市立病院機構　広島市立安佐市民病院　リハビリテーション
２）地方独立行政法人　広島市立病院機構　広島市立安佐市民病院　整形外科

KeyWords：人工膝関節単顆置換術／日本版変形性膝関節症患者機能評価表
／段差昇降
【目的】UKA術後 6ヵ月における階段昇降やしゃがみ込み等の満足度に
関わる因子を明らかにすること .
【方法】2015 年 6月から 2017 年 8月に UKA 手術を行った 64 例につ
いて , 退院時と術後 6ヵ月時に術側疼痛 , 膝関節 ROM, 膝伸展筋力 , 膝
疾患治療成績判定基準 (JOA) の下位 3項目 ,10m歩行速度 ,TUG, 日本版
変形性膝関節症患者機能評価表 (JKOM) を評価した .JKOM下位 25 項
目のうち , 階段昇降 , しゃがみこみや立ち上がりに関する 6項目の合計
点 (JKOM段差満足度 ) を算出し , 各評価項目との相関をスピアマンの
相関係数を用いて求め , 有意に相関を認めた項目から説明変数を選択
し ,JKOM段差満足度を目的変数とした重回帰分析を行った . 有意水準
は 5%とした .
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づき対象者に口頭で説明し同意を得
た .
【結果】JKOM段差満足度と相関関係を認めた項目のうち , 術後 6 ヵ
月時の屈曲時痛 , 術側 JOA 屈曲角度 , 非術側 JOA 階段昇降能が説明
変数として採択された (R2=0.32,p<0.0001). 標準偏回帰係数はそれぞ
れ ,0.28,-0.21,-0.31 であった .
【考察】術後 6ヵ月の JKOM段差満足度は , 術側屈曲時痛や屈曲容易性 ,
非術側の階段昇降能に影響されることが示唆された . 術側の疼痛管理や
機能改善だけでなく , 非術側の機能向上により , 更なる満足度向上が期
待される .

ポスター発表 一般演題② -１42 15:50 ～ 16:50　
第３会場サロンホール　  

同居家族がいれば機能的自立度が低くても自宅退院
可能か

藤井智子1）　石田　勝1）　砂田桂志1）　小田修平１）　 掛田靖規1）

吉本祐介（MD）2）　藤原賢次郎（MD）2）
１）社会医療法人里仁会　興生総合病院　リハビリテーション部
２）社会医療法人里仁会　興生総合病院　脳神経外科

KeyWords：自宅退院／同居家族／ FIM
【目的】回復期リハビリテーション病棟（以下、回復期リハ病棟）での
集中リハビリテーション後、患者が自宅退院できるか否かに影響を与え
る因子としては、退院時の日常生活動作能力、認知機能、同居家族の有
無などが挙げられている。今回我々は、家族が同居していることが現実
に機能的自立度の低い患者の受け入れに寄与しているかどうかに注目し
て検討した。
【方法】平成 28年 4月 1日から平成 30年 3月 31日までに当院回復期
リハ病棟において脳血管リハビリテーションを施行し自宅退院した患者
156 名を対象とした。
対象を、同居家族ありで自宅退院した群（以下、同居群）127 名、同
居家族なしで自宅退院した群（以下、独居群）29 名の 2群に分類し、
それぞれの退院時の運動 FIM、認知 FIM得点を比較した。
【倫理的配慮】当院倫理委員会の承認を得て実施した。
【結果】運動 FIM得点は同居群 69.2 ± 20.1、独居群 74.2 ± 18.3。認
知 FIM得点は同居群 26.9 ± 7.8、独居群 27.4 ± 7.7 であった。同居群
と独居群間において、運動 FIM、認知 FIMともに有意差を認めなかった。
【考察】家族サポートのある同居群ではより低い運動 FIM、認知 FIMで
あっても自宅退院が可能と予想したが、実際は独居群のそれと差を認め
なかった。このことは同居家族の介護力が患者の障害を補うレベルの介
護力としては十分に機能していないということを意味する。近年の核家
族化、共働き、老々介護の増加がその背景にあるものと思われた。

ポスター発表 一般演題② -２43 15:50 ～ 16:50　
第３会場サロンホール　  
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トヨタ自動車（株）製歩行支援ロボット
「Welwalk（ウェルウォーク）」導入報告

大内田友規　宍戸健一郎　林　真央　徳本大輔　木束地さおり　
大杉元気　　槇川知波　　葛西美波
社会医療法人清風会　五日市記念病院

KeyWords：歩行支援ロボット／チーム／難易度設定
【はじめに】歩行支援ロボットWelwalk（以下WW）は転倒防止ハーネ
スを装着した患者がロボット脚を装着し、トレッドミル上を歩行する訓
練機器であり、長下肢装具を用いた歩行訓練と比較し膝関節の屈曲を
伴った下肢の振り出しが可能で、早期から少ない代償動作で歩行量の確
保が期待できる。当院では 2018 年 4月にWWを導入した為、導入へ
向けた準備および現状を報告する。
【活動状況】導入へ向けて業者による説明会や既導入施設見学、指定研
修などを受講し、PT8名からなるチームを発足した。患者への施行はチー
ム＋担当 PTの 2名態勢で実施し、担当 PTが個別リハビリテーション
で実施する歩行訓練に、チームが機器装着や難易度設定を支援する形で
介入している。患者は Br.stage 下肢Ⅱ～Ⅲの比較的介助量の多い患者
を中心に、5回 / 週の実施を基本とした。PT 訓練では導入開始から終
了まではWWでの歩行訓練を中心に実施したが、当院では他職種間で
相談し患者への介入職種の重み付けを行っており、優先度の高い患者へ
はWWと並行して一般的な機能訓練や ADL 訓練なども実施した。6月
末までに 6名への患者に実施し、内 4名がWW使用を現在までに終了、
使用期間は平均 18.25 日であった。
【今後の課題】まだまだ症例数が少なく、職員への周知も進めていく必
要がある。また、より早期からスムーズに患者へ導入し、適切な難易度
設定スキルを磨いたチームの介入で、短い期間で使用を終了できるよう
質を高めていく必要がある。
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入院患者に対する新規褥瘡発生の予防に向けた当院
リハビリテーション科の取り組み

村上友美恵　花本のぞみ　岸元麻里　渕上　謙　中野　徹
医療法人杏仁会松尾内科病院　リハビリテーション科

KeyWords：ブレーデンスケール／入院時評価／褥瘡リスク管理シート
【はじめに】当院のリハビリテーション ( リハ ) 科では , 褥瘡発生率改善
と治癒率向上に取り組むため ,平成26年にポジショニングチーム (チー
ム ) を発足し活動してきた . しかし , リハ介入のない患者で新規の褥瘡
が発生してしまう状態が続いていた . そこで今回は新たな取り組みとし
てリスクアセスメントスケールを活用した早期対策に取り組んだため報
告する .
【活動状況】当院では入院時に看護師によるブレーデンスケールの評価
が行われる . この評価結果をリハ科でも活用できないかと考え , チーム
では褥瘡リスク管理シートを作成した . このシートに毎朝 , 前日の全入
院患者の氏名と評価結果 , カットオフ値 (17 点 ) を基準としたチーム介
入の要・不要を記載していくこととした . このシートを活用して ,17 点
以下の患者はチームが早急に評価を行い , ポジショニングの決定 , 資料
作成 , 看護師とのカンファレンス実施という流れですすめている . また
チームから医師へリハ指示の依頼も行っている . その結果 , 褥瘡リスク
の高い患者に早期から予防的に介入できるようになり , 今まで問題と
なっていた , 褥瘡が発生してしまってからチームに評価依頼が来るとい
う遅れた対応がなくなった .
【今後の課題】この取り組みを開始し , 看護師と褥瘡リスクを共有する
ようになり , カンファレンスがより充実したものになってきた . 今後も
シートの活用方法を工夫しながら取り組みを継続し長期的な経過をみて
いく .
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Post-ICU の重症度、医療・看護必要度 B項目経過
からみた疾患別リハビリテーションの処方状況の分析

　

崎元直樹1）　田嶋　実２）　片山　香３）　吉川陽樹１）　湯浅美聖１）　
渡辺昌寿１）

1) 市立三次中央病院　リハビリテーション科
2) 市立三次中央病院　麻酔科　
3) 市立三次中央病院　看護部

KeyWords：重症度、医療・看護必要度 B項目 / 疾患別リハビリテーション
処方 /Post-ICU
【目的】特定集中治療室（ICU）退室後（Post-ICU）のケアとリハビリテー
ション（リハビリ）介入の連携を検討していくために、重症度、医療・
看護必要度（必要度）の B項目と疾患別リハビリの処方状況を分析した。
【方法】対象は 2018 年 4 月から 6月の ICU 入室患者 91 名とし、ICU
入室中の A項目の最高点と退室日の B項目点数、ICU 入室後 14日間の
B項目の経過を検討した。土、日曜日のリハビリスタッフの勤務がない
ため、3日間連続を条件とし 3群に分類した。分類は ICU 退室日より B
項目が 3日以上連続で上昇した群（上昇群）、3日以上連続で低下した
群（低下群）、いずれにも該当しない群 ( 非該当群 ) とした。各群の疾
患別リハビリ処方状況として、処方数、処方までの日数を分析した。
【倫理的配慮】当院の研究倫理委員会の承認を得た。（三中倫
300709-1）
【結果】ICU入室患者は、年齢75.9± 13.6歳、ICU在室期間1.3± 1.0日。
A項目最高点 5.7 ± 1.7 点、退室日 B項目 4.5 ± 1.8 点。上昇群 28 件、
処方数 20件。低下群 43 件、処方数 12件。非該当群 20件、処方数 9
件。処方までの日数は上昇群 0.8 ± 1.0 日、低下群 2.8 ± 2.8 日、非該
当群 4.2 ± 4.0 日であった。
【考察】必要度上昇が早期より想定され処方されている傾向がある一方
で、処方条件と処方時期の検討を必要とする事例の存在が示唆される。
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広島県ジュニア競泳選手の障害既往と身体的特徴

鈴木雄太１）２）
　　 　浦辺幸夫１）　金田和輝３）　笹代純平１）　前田慶明１）

1) 広島大学大学院医歯薬保健学研究科
2) マッターホルンリハビリテーション病院
3) 高陽整形外科クリニック

KeyWords：競泳／障害既往／フィジカルチェック
【目的】広島県ジュニア競泳選手の障害既往および身体的特徴を把握し、
競泳選手の障害予防の一助とすること。
【方法】対象は、広島県内のスイミングクラブで選手コースに所属する
中学・高校競泳選手 132 名（男性 73名、女性 59名）とした。障害既
往調査は肩、肘、腰、股、膝、足部について、競技に関連した疼痛の有
無を聴取した。フィジカルチェックは、肩回旋幅、中指間距離、第２肢
位での肩内旋・外旋角度、肘および膝過伸展角度、股関節内旋角度、下
肢伸展挙上角度、殿踵間距離、つま先床間距離の 10 項目を実施した。
各項目を男女別および学年別で比較し、障害既往に関連する項目の抽出
にロジスティック回帰分析を用いた。
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づき、対象および対象の保護者、所
属担当コーチに説明し、同意を得て実施した。
【結果】障害既往率は、男性で 55％、女性で 60％と高く、男女ともに肩、
腰、膝の順に多かった。柔軟性は女性で高かった（p<0.05）。男女とも、
学年が上がると関節弛緩性が増大していた（p<0.05）。ロジスティック
回帰分析の結果、男性では肩内旋角度の低下と外旋角度の増大が肩関節
痛の既往の有無と関連していたが（p<0.05）、女性では有意に関連する
項目はなかった。
【考察】ジュニア選手の半数以上が競技に関連した障害既往を有するこ
とがわかり、障害予防対策が急務である。障害に関連する柔軟性は男女
で異なることが示唆され、今後も継続してデータを蓄積していく。
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がん患者における外来理学療法に対するニーズ調査
　

中島勇樹１）
　 　河江敏広１）　井東あゆみ２）　岩城大介１）　

植田一幸１）　木村浩彰３）　岡村　仁４）

１）広島大学病院診療支援部リハビリテーション部門
２）ヒロシマ平松病院リハビリテーション部
３）広島大学病院リハビリテーション科
４）広島大学大学院医歯薬保健学研究科

KeyWords：がん／理学療法／ニーズ
【目的】「がん患者リハビリテーション料」は入院中のみ算定可能である
が、退院後の算定は認められていない。近年、在院日数短縮によりがん
患者に対して入院中に理学療法を十分に提供できず、機能回復が得られ
ないまま退院する症例も多いことが推察される。そのため、外来での理
学療法実施に対するニーズは高いとの仮説を検証するために、アンケー
ト調査を実施した。
【方法】対象は広島県内の 2施設において、がんに対する治療を目的と
して入院し、入院中に理学療法を経験したがん患者とした。理学療法に
対するニーズ調査については退院日の７日前以内に紙面によるアンケー
トを実施した。
【倫理的配慮】広島大学疫学研究倫理審査委員会にて承諾され、書面に
て同意を得て実施した。
【結果】回答者は 25名であり、入院中に体力低下を自覚した者は 21名
(84% ) であった。入院中の理学療法の実施で、運動機能は維持・向上
したと感じたものは 18 名 (72% ) であり、また退院後も理学療法の実
施が必要と感じたものは 20名 (80% ) であった。
【考察】入院中に体力低下を感じるものが存在し、退院後も理学療法の
ニーズを感じているものが多いことが示された。入院を伴うがん治療が
短縮化されていくなかで、外来でがん患者への理学療法を実施できるシ
ステムの確立が必要であると考えられた。
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